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免震関連技術等

【A4版・約90頁】

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2005－

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの
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設計・施工に役立つ問題事例
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免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計
画、免震部材、維持管理について解説。 【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
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題、地震防災）

最近の免震構造を巡るトピックスとして、免震建物と地震リスク、環境問題、地震防災に
おける免震建物の有効性の3テーマを取り上げた活動報告書。
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¥2,000

¥2,500
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パッシブ制振構造設計・
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わが国で唯一のパッシブ制振構造専門の設計・施工マニュアル　摩擦ダンパーも加わり第
1版をさらに分かり易く改訂

【A4版・515頁】
￥5,0002005年9月

免震部材JSSI規格
－2000－

免震部材に関する協会規格　アイソレータ及びダンパーに関する規格集
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￥1,500

￥3,000
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JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
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時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・175頁】

￥2,000

￥2,500
2005年11月

免震建築物のための
設計用入力地震動
作成ガイドライン

主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとす
る際の指標となるもの

【A4版・100頁】

￥1,000

￥1,500
2005年11月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

【A4版・225頁】

￥2,000

￥2,500
2005年11月

免震建物の建築・設備標準
－2001－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
※売切中　2009年6月に改訂版発刊予定 【A4版・63頁】

￥1,000

￥1,500
2001年6月

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット 【A4版・3ツ折】

100部まで無料
（100部以上
ご相談）

2005年8月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【日本語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD 約9分】

￥2,000

￥2,500
※Academy
￥1,500

2005年8月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

【ナレーション・字幕/英語】
免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの

【DVD 約9分】

￥1,500

￥2,000
※Academy
￥1,000

2006年11月

社団法人日本免震構造協会出版物のご案内 2009年2月6日

改正建築基準法の
免震関係規定の技術的背景

考え方・進め方免震建築

免震構造施工標準
－2005－

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説

【日本建築センター】

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震
住宅） 【日本建築センター】

耐震改修ガイドライン
【日本建築防災協会】

RESPONSE CONTROL AND
SEISMIC ISOLATION OF
BUILDINGS 【Taylor＆Franis】

免震建築物を設計する構造技術者向けの免震関係規定に関わる技術的背景を解説したもの
【A4版・418頁】 2001年9月

¥4,500

¥5,000

¥2,600

¥2,940

¥2,100

¥2,500

¥3,500

¥4,000

¥3,550

¥4,100

¥3,800

¥4,500

¥5,500

非売

2005年5月

2005年7月

2001年5月*1

2006年2月*1

2006年6月*2

2006年12月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Q＆A方式で、免震建築全般にわたり、免震の基本から計画・設計・施工・維持管理など
幅広く解説 【A5版・200頁】

免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの
【A4版・100頁】

「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示
第2009号））」に関する解説書

【A4版・216頁】

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

既存の主としてRC造建築の免震構法・制震構法を用いて耐震改修する際の手引書
【A4版・129頁】

各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹介、免震建物の地震応答観測結果、装置の
紹介、各国の設計例データシートなどが示されている。（英語版）

【B5版・397頁】

*1 協会の販売は2006年5月～　　　*2 協会の販売は2006年10月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
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1巻頭言

巻 頭 言

地震被害調査をはじめて経験してからかれこれ20年

以上になる。その間国内外の多くの地震被害を調査

する機会を得た。特にこの10年ほどの間は、学術的

な調査による基礎データの収集に加えて、被災地域

の復旧支援に携わることも多い。このような活動に

積極的に関わることになったきっかけは1992年にトル

コ東部の地方都市エルジンジャン市を襲った地震被

害の調査である。被害が生じた原因は理解し説明で

きたが、被災建物がどの程度の余力を持つか、どの

ように修復すればよいか、については経験不足でなか

なか的確な答えが見出せなかった。復旧に直接的に

役立つような活動の重要性を強く感じ、爾来、機会

が許す限り復旧支援に関与できるような被害調査や

それを意識した調査活動を行うように心がけている。

昨年の5月12日に四川省を襲った地震では、死

者・行方不明者を含めて8万人以上の犠牲者を出す

大震災となった。復旧はまだ途についたばかりで、

被災地にはまだガレキが積み上げられ、また被災し

た建物も一部が取り壊されたものの、その大半はま

だ手付かずの状態である。この地震災害に際しても、

土木学会や建築学会などの関連5学会（後に8学会）

が「四川大地震復旧技術支援連絡会議」を設立し、

国内の関連学会が横断的に連携し、被災地域の復

旧・復興に協力する目的で地震直後から活動をはじ

め、筆者もその活動の一環として現地を数回訪れた。

6月には実在する被災建物を例題に、具体的な復旧

方法の提案をいくつか行い、その実現可能性につい

て中国側の研究者や実務者と議論を行い、復旧に当

たっての問題点の抽出やその解決方法などを議論し

た。例題として選定した建物は世界遺産に指定され

た水利施設で有名な都江堰市に建つ6階建てのRC造

集合住宅（平面寸法：20m×50m程度で地震当時は

建設途中で躯体のみ完成）である。本建物には地震

により1階の駐車場部分に部材角1/10程度の大きな

残留変形が生じる被害が生じた（写真参照）。我々か

思わぬ事態を招かぬために

中埜良昭東京大学

らは、残留変形の原因となる1階柱の柱頭・柱脚部

の曲げ圧壊箇所の補修と既存柱のRC巻き立てやさ

らに鉄板巻きを想定した案、そで壁や耐震壁の増

設を想定した案、など複数案を提示した。その後9

月に再訪した際に聞いたところ、我々の提案はその

建物に隣接する別の建物に適用されることになり、

大きな残留変形が生じた当の建物は免震工法を採用

して復旧することになりそうだ、とのことであった。

理由は、既にこの集合住宅を地震前に購入していた

（将来の）居住者から、免震復旧により将来の地震

に対する安全性を確保したいという強い希望が出た

ためであるとのこと。設計者も将来の居住者も免震

工法による復旧に極めて大きな期待をかけているこ

とに驚かされたが、同時に「本当に大丈夫かな？」

と正直なところ心配になった。

通常の耐震改修に用いられる免震工法はいわゆ

る震前対策としての改修のためのものであり、い

ろいろ周辺に尋ねてみても、建て替え等を除けば

被災建物そのものの復旧に免震装置を利用した事

例は数少ないようである。私自身が知る例では

1989年ロマ・プリエータ地震で被災したサンフラ

ンシスコのマリーナ地区にある木造集合住宅（これ

写真　復旧工法の議論のために選定した例題建物
（都江堰市の6階建てRC造集合住宅）
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も1階で大きな残留変形が生じ、建物の引き起こし

とともに免震装置を利用した復旧がなされていた）

くらいで、確かにあまり例は見ない。そもそも残留

変形の残る建物を建て起こすのは、例題建物の規模

が小さくないだけに必ずしも容易ではない。しかも

曲げ圧壊した柱頭・柱脚部分を補修・補強し、適切

に免震装置を設置することはより大きな困難を伴う

であろうし、何よりも施工中の安全対策はどうする

のか、など難問山積のように思われる。通常の免震

改修の際の留意事項などを一通り紹介した上で、震

災復旧の場合に予想される困難をいくつか指摘した

が、果たしてこれで本当に所期の性能が実現される

かどうか。免震工法であれば大丈夫、といった気楽

に太鼓判をおしているように感じられなくもない状

況に危惧を感じた。一旦補修した部材に免震装置を

取り付けて、所期の性能が発揮されるかどうかなど

の確認実験や、それを目的とした研究事例はほとん

ど無いのが実情で、もしも本気でそのような工法を

採用するのであれば、まずはこのあたりから攻め始

めなければなるまい。

心配といえば、日本においても「大丈夫かな？」

と思う事例に出くわすことがある。1980年代初頭に

免震工法による建物が建設されはじめてから既に多

くの免震建物が世に現れている。特に1995年兵庫県

南部地震以降はその数が急増していることは皆さん

も良くご存知の通りである。この間、多くの経験を

積み、設計法・施工法が洗練されてきたが、一方で

慣れてきたがゆえにふと忘れられてしまっているも

のはないだろうか。

そもそもその設計時において建設場所で想定され

ている地震動のレベルや特性は、将来の地震の姿を

保証するものではない。しかし精緻な計算手法に基

づき評価された模擬地震動は、ややもするとその波

が、しかも3方向成分いずれも、その通りやって来

るものと設計者が思い込んでいるのではないかと感

じられることもある。そのような都合の良いことが

おきるわけはなく、精解は正解ではなく常に不確定

さを考慮したうえで安全性の確保を目指さねばなら

ないことは当然のことである。昨今話題に上ること

の多い長周期地震動も然りである。

また上部構造はいわゆる降伏変形領域には到達せ

ず一般に上部構造が問題となることはないため、そ

の応答算定上の解析仮定についてはあまり気にする

ことなく「いつもの耐震設計時と同じ仮定」で素通

りされていることもあるようだ。しかしながら上部

構造は弾性領域での挙動が主となり、またしたがっ

て通常の耐震設計時よりも長期応力の影響が大きく

なるはずである。そのため実特性との間に大きなば

らつきが生じがちな弾性剛性やひび割れ特性点の特

定、相対的に大きな比重を占めることになる長期荷

重による応力分布の履歴特性仮定に与える影響、な

ど「いつも」のモデル化をそのまま準用してよいか

吟味しておくことも重要なはずである。

また昨今は分業が進んだせいか、躯体側の配筋と

免震装置からの取り付けアンカー部分がそれぞれ

別々の図面で表現されていることも多い。筆者など

は複雑な図面を頭の中で瞬時に組み合わせるのに苦

労し、両者がどのように「絡んで」いるかがなかなか

わからないことが多い。改めて両者をひとつの図面

として用意してもらうと、アンカー部分のディテー

ルに不安が残ることがわかることもある。

あらかじめ気になってチェックしたところは多少

の「はずれ」があったとしても致命傷にはなかなか

なりにくいが、さらっと「流した」ところには落とし

穴があり、落ちれば思わぬ（が本当は事前に想定し

ておかなければならなかった）事態を招きかねない。

まだ経験していないことに対する謙虚な気持ち

（もちろんチャレンジ精神は大事であるが）を大切に

し、（本当はわからないのに）わかったつもりになっ

ていることはないか、根本に立ち返って考えるべき

事項の抜けはないか、流れ作業的に対応した箇所は

ないか、など今一度考えてみることが重要であろう。

油断大敵、技術が定着した（正確には、定着したよ

うに見える）今こそ、落とし穴に落ちないよう点検

すべきと感じている。

冒頭で紹介した復旧事例の建物についても、拙速

に復旧するのではなく、損傷部位の修復およびその

近傍への免震装置設置後に期待されうる性能の確認

など、基礎的な検討に十分時間をかけて実施される

ことを願っている。

2 MENSHIN NO.62 2008.11

巻 頭 言

001-002巻頭言.qxd  09.2.13 10:05 AM  ページ 2



3新年のご挨拶

会員の皆様、新年明けましておめでとうございます。

皆様方にはお健やかな新年をお迎えになられたことを

お慶び申し上げます。

一昨年6月に耐震偽装問題に端を発した建築生産シス

テムの見直しに伴い建築基準法の一部が改正され、そ

の結果生じた建築確認の滞りから建築着工面積がその

前年同時期（7－11月）に比較して約30%の減少となり、

建築産業界は非常に大きな影響を受けましたが、この

ことが、GDPを0.8%下押しするなどの日本の経済に負

の効果を生じさせました。その影響も次第に改善へと

向かっている最中、米国のサブプライムローン破綻、

原油価格の高騰等が相乗して、9月中旬以降米国に端を

発する100年に一度と言われる世界的な金融危機が発生

し、我が国をも直撃しました。世界的な景気後退に伴

う需要減少等によって我が国の製造業は大きな影響を

蒙っています。また、米国第4位の証券会社リーマン・

ブラザーズの倒産は我が国の住宅市場にも大きな影響

を与えています。一方、構造計算適合性判定機関での

構造計算書の審査や、些末な設計変更の手続きのあり

かたなどに対する設計者から出ている不満もまだまだ

改善されていません。告示の方法で免震建物を設計す

る際にネックとなっている地盤増幅係数Gsの問題も未

解決のままです。地震防災の観点からも免震建築の普

及は重要課題でもありますので、協会ではJSCA等とも

共同してGsについて検討と提案をすべく研究会を発足

させましたが、まだまだ時間がかかりそうです。

このような状況のなかで、免震構造そのものの発展

は比較的順調で共同住宅等への適用は着実に増えてい

ます。当協会の行っている免震建物に対する性能評価

業務も非常に順調ですが、それを継続するにあたって

の構成会員比率の問題や、法人制度の改革に伴う新法

人への移行のための手続き等いくつかの困難な課題を

抱えることとなりました。現在それらの課題を解決す

るために企画委員会等で鋭意取り組んでいますが、今

後会員の皆様方にご協力をお願いする場面もあるかと

は思いますが、その際にはぜひ宜しく御協力の程お願

い申し上げます。

さて、当協会は1993年の設立以来2008年で創立15周

年を迎えました。昨年、創立15周年記念事業委員会

（委員長　川口健一　東大教授）を立ち上げ、2008～

新年のご挨拶

西川孝夫日本免震構造協会　会長

2009年に記念事業を行うこととしました。これまでに

見学講演会を2回開催し、多くの会員の参加を得ていま

す。さらに8月末には日本科学未来館で市民イベント

「来て！見て！乗って！免震」を行い3日間で延べ5,000

人を超える子供を主体とした参加者が集まりました。

本会誌にもありますように子供絵画コンクールには約

70編の応募があり最優秀作品1件、優秀作品7件を選ば

せて頂いたところです。さらに国際アイデアコンペ、

優秀修士論文賞、見学講演会、国際ワークショップな

ども予定しています。多くの会員の皆様の御関心と御

参加を期待しています。

海溝型の巨大地震に伴う長周期地震動に対する免震

構造物の挙動の解明、免震建物の耐風設計、ダンパー

の多数回の繰り返しに対する性能の問題、火災に対す

る免震部材の性能維持の問題も未解決な面が残ってい

ます。当協会では引き続きそれら技術的問題解決にも

鋭意取り組んでいます。

日本免震構造協会も、会員数（2009年1月5日現在）、

第一種正会員105社、第二種正会員175名、賛助会員74

社、特別会員6団体、免震普及会会員122名と順調に推

移しています。当協会で実施している資格制度、免震

部施工管理技術者試験への応募、点検技術者試験への

応募も順調で、免震部施工管理技術者の有資格者は

2,359名、点検技術者の有資格者は865名に達しています。

ここ数年コンスタントに受験者が集まり、当協会が目

的とする健全な免震構造物の普及に貢献して頂いてい

ます。さらに、免震構造の技術のみならず、適切な免

震構造の普及においても国際的な貢献ができればと考

えているところです。特に昨年の四川大地震以降中国

においては免震構造に対する関心は非常に高いようで

す。また、米国でも同様に関心が高まってきているよ

うです。当協会としてもこれら諸外国の動きと連携し

て免震構造の普及に貢献していきたいと思っています。

これらの活動は当協会に参加される会員の皆様の積

極的な御協力、御参画あって実のなるものですので、

本年も皆様の絶大なるご支援とご協力をお願いする次

第です。最後になりましたが、建築界とりわけ免震構

造にかかわるすべての皆様にとって、今年がよい年と

なりますよう祈念いたします。
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4 MENSHIN NO.63 2009.2

1 はじめに
旧三菱一号館は東京丸の内の最初の建物で、イギ

リス人建築家ジョサイア・コンドルの設計である。

建物は、地下1階地上3階建ての煉瓦造で、棟割長屋

の平面形式を特徴とするわが国最初の近代オフィス

ビルであり、明治27年に竣工した。本計画は、昭和

43年に取り壊された旧三菱一号館を復元するもので

ある。ここでは、構造計画及び免震計画について紹

介する。

2 建築概要
建物名称　三菱一号館

所 在 地　東京都千代田区丸の内二丁目6番3号

建 築 主　三菱地所株式会社

主要用途　美術館

階　　数　地下1階・地上3階

構造種別　煉瓦造（イギリス積）

屋　　根　クイーンポストトラスの洋風木造小屋組

床　　　　 I形鋼梁＋波形鉄板＋鉄筋コンクリート

設計監理　株式会社　三菱地所設計

施 工 者　株式会社　竹中工務店

工　　期　2007.2～2009.4

3 構造設計概要
3.1 構造計画概要

本プロジェクトは、地上37階建ての超高層オフィ

スビルと三菱一号館から成っている。高層棟の地下

は敷地全体に広がり、全体で一体構造となっている。

基礎構造は、約GL-30mで直接基礎（べた基礎）で支持

している。L形平面形状をした一号館は、敷地東南角

に位置しており、上記の一体構造となっている地下

構造の上に免震構造で支持されている。

3.2 復元設計概要

煉瓦組積造の復元設計にあたり、構造実験（表1）

により煉瓦材料・組積体の物性を確認し、設計用の

許容応力度を設定した。実験結果の平均値を基準強

度とし、長期許容応力度を基準強度の1/3、短期許容

応力度を基準強度の2/3と設定した。架構の応力解析

はプログラムMIDAS/GENを使用し、煉瓦壁は板要素

による有限要素モデル（図4）とした。

免 震 建 築 紹 介

三菱一号館

写真1 旧建物外観

小川 一郎
三菱地所設計

吉原　 正
同

図1 建物配置
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5免震建築紹介

図2 3階伏せ図

図3 免震装置配置図

表1 実験項目一覧

図4 応力解析モデル
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6 MENSHIN NO.63 2009.2

4 免震装置の設計方針
本建物においては、鉛プラグ入り積層ゴム（LRB）

と積層ゴム（RB）を用い、さらにダンパー要素として

オイルダンパーを付加している。

免震装置は、装置直径700,750,800,850mmのRBを4

種類、装置直径700,750,800,850mmのLRBを4種類と

した。平均面圧は、概ね5.9～8.6N/mm2になっている。

免震層における水平剛性の偏心が生じないように配

慮しながらかつ、捩り剛性が高くなるように、水平

剛性の比較的高いLRBはL形平面の外周部に配置して

いる。また、最大減衰力931kNのオイルダンパーを

各方向4基設置している。最大減衰力の総和の建物総

重量に対する比は、3.6％である。建物全周囲にわた

り、最大応答変位を考慮して500mmのクリアランス

を設けている。

地震荷重レベルとしては4つの大きさを設定し、想

定した4つの各地震レベルに対して、上部構造及び免

震装置の目標クライテリアを表2のように設定した。

5 地震応答解析
本建物は、高層棟の地下階の剛性が高いことから、

基本振動解析モデルとして免震層直下を固定として

解析を行った。建物平面形がL形をしており、ねじれ

の影響が懸念されることから、疑似立体振動モデル

（図6）とした。また、高層棟及び地下を含めた連成

系モデル（図7）の検討を別途行なったが、1号館の

応答変位が1％程度増加するにとどまり、連成の影響

はほとんど無い結果であった。振動解析結果に基づ

き、設計用層せん断力係数をレベル1に対してCi＝

0.06、レベル2に対してCi＝0.14とした。

応答結果の一例として、X方向のレベル2の最大加

速度及び最大変位を以下に示す。いずれも上部構造

並びに免震装置のクライテリアを満足している。

6 まとめ
煉瓦造建物の免震構造による復元計画について紹

介した。免震構造を採用することで、組積造におい

ても高い耐震性を確保することができた。本建物は、

2009年4月末に竣工し、2010年9月に美術館としてオー

プンされる予定である。

図5 1号館断面図

表2 耐震設計クライテリア
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7免震建築紹介

図8 地震応答解析結果

図6 基本振動解析モデル

図7 連成系振動解析モデル

表3 入力地震波一覧
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8 MENSHIN NO.63 2009.2

1 はじめに
近鉄京都駅は、近畿日本鉄道の主要ターミナルの

1つであるが、今般、既存駅施設等の改良とあわせ、

新たに新設する4号線ホーム上部に高度利用を目的

として近鉄京都駅ホテル（仮称）の建設を計画した。

計画敷地は、図1の断面図と図2の建物外観パース

に示すように、南側の近畿日本鉄道3号線及び東海

道新幹線と、北側のJR在来線に挟まれた幅約13m、

長さ約200mの極めて細長くかつ緩やかなカーブを

描いた敷地であり、建物もその形状に沿って東西軸

に配置している。

建物は地上8階建であり、1階にホテルエントラン

ス、プラットホーム部（2階）を貫通して上の客室階

（3～8階）へ通じるエレベーター等が配置されている

が、これらホテル部は建築構造物、ホーム部は土木

構造物として各々独立の構造として設計されてい

る。また、3階床下に免震層を設ける中間層免震を

採用している。

図3～6に各階平面図を示す。

2 建築概要

建 築 主：近畿日本鉄道株式会社

設　　計：株式会社日建設計

施 工 者：（株）奥村組・（株）鴻池組・

近鉄軌道エンジニアリング（株）・

吉村建設工業（株）建設共同企業体

基　　礎：直接基礎

所 在 地：京都市下京区東塩小路高倉町

主 用 途：駅、物販、飲食店、ホテル

建築面積： 2,130.04m2

延床面積：13,566.62m2

階　　数：地上8階塔屋1階

軒　　高：SGL＋31.0m

構　　造：鉄筋コンクリート構造　中間層免震構造

免 震 建 築 紹 介

近鉄京都駅ホテル（仮称）

図1 断面図

中山 勉
近畿日本鉄道

武田 勇人
同

吉澤 幹夫
日建設計

白沢 吉衛
同

仁科 誠治
同

図2 建物外観パース
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9免震建築紹介

図4 免震部材（積層ゴムアイソレータ、鋼材ダンパー、鉛ダンパー）の配置

図3 客室階平面図

図5 2階平面図（ホーム階）

図6 1階平面図（店舗・エントランス階）

008-011紹介_近鉄京都.qxd  09.2.12 11:45 AM  ページ 9



10 MENSHIN NO.63 2009.2

3 構造概要
図7に本建物の構造概要図を示す。

各部の呼称を、免震層の上部を上部構造、免震層

を中間免震層、免震層より下部を下部構造と称して

いる。本建物の各部の構造概要を以下に示す。

上部構造

上部構造は長さ約170mを一体のRC造としている。

短辺方向はホテル客室間の間仕切り壁を利用した耐

震壁付ラーメン構造とし、長辺方向は外周の柱列体

による純ラーメン構造としている。客室の内部に梁

型が出ない架構計画とし、床は厚さ350mmの中空ス

ラブを採用している。

中間免震層

本建物の3階床下には、積層ゴムアイソレータ（35

基）・鋼材ダンパー（16基）・鉛ダンパー（18基）の免震

部材を配置している。積層ゴムアイソレータは1,100

φの低弾性仕様としており、積層ゴムアイソレータ

はS
2
＝5で安定限界変形は550mm、終局限界変形は

770mmであるが、免震層の設計限界変形は500mmに

設定した。

中間層免震構造の設計目標としては、公共性の高

い鉄道施設の上部に立地しているため、レベル2地

震動の1.5倍の地震動にも対応可能なように設計し

ている。上部構造の平面形状が約170mと長大であ

る事が特徴であるが、上部構造の用途が客室で比較

的均質であるため、重量バランスに合わせて免震部

材を配置する事により、地震時のねじれ振動はほと

んど生じない。

下部構造

中間免震層以下の躯体は、長辺方向スパンが

10.8m、短辺方向スパンが9mの鉄筋コンクリート造

の純ラーメン構造である。

2階部分には鉄道のプラットホームや軌道が設置

され、これらを受ける構造物はボックスカルバート

状の鉄筋コンクリート造の土木構造物であり鉄道事

業法の認可を取得している。

上部構造を支えるホテル下部構造の柱・梁は、土

木構造物とは接触しないよう構造上は分離している。

図7 構造概要図

図8 構造解析モデル
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に関しては、位相差分の標準偏差を基準に観測記録

から条件に適する位相特性を選択して模擬地震動を

作成するものである。レベル2地震動の1.5倍の入力

ならびに花折断層模擬地震動に対しても、構造体は

概ね弾性範囲内であり、免震層の変形も設計限界変

形以下である事を確認した。

5 おわりに
本建物は昨年4月より工事に着手し、平成２３年

秋の完工を目指して鋭意工事を進めておりますが、

本プロジェクトを進めるにあたり、多くの皆様から

暖かいご指導ご鞭撻をいただきましたことを、この

場をお借りして心より御礼申し上げます。

【参考文献】

＊）山根尚志、長橋純男：位相差分特性を考慮した設計用模擬地震

動作成に関する研究　その1～その4、日本建築学会構造系論文

集、第553号、第559号、第572号、第590号

11免震建築紹介

基礎構造

基礎構造は、基礎スラブ以深のN値25以上を有す

る洪積砂礫層を支持層とした鉄筋コンクリート造の

マットスラブとし、ホテル下部構造の柱と土木構造

物の両者を支持する直接基礎として設計している。

基礎構造は、建築基準法による照査と土木構造物

基準による照査の両者に対して行なった。

本建物を中間層免震構造とした大きな理由の一つ

に、狭隘な敷地という立地条件がある。

一般の耐震構造では、建物の幅が9mに対して高

さが31mの場合、長期荷重時には杭は不要であるも

のの、大地震時においても転倒を防ごうとすると引

き抜き抵抗のための杭が必要となる。

しかし本敷地横の既存鉄道高架橋は直接基礎であ

るため、杭の施工に伴う影響を考慮すると、杭の採

用は困難であった。

本計画では、中間層免震とする事により、地震時

の応答せん断力ならびに転倒モーメントを低減する

事によって直接基礎での設計を可能とした。

また、既存鉄道施設からの振動についても配慮が

必要となるが、基礎構造をマットスラブとして質量

効果を高めることで、振動の低減に対する効果も期

待している。

4 振動応答解析の概要
中間層免震構造の積層ゴムアイソレータのみの場

合の周期は4秒である。レベル2地震動時の最大応答

変位歪応答の等価固有周期は約3秒としている。

代表的な応答解析の結果を図9及び図10に示す。

告示波3波と観測波3波について振動応答解析を行

ない、上部構造および下部構造とも構造体は弾性範

囲内にあり、免震層の変形量は30cm以下である事

を確認した。

上記の検討に加えて、位相差による影響や部材レ

ベルの立体振動解析によるねじれ振動の検討、レベ

ル2地震動の1.5倍の入力に対する検討、花折断層の

活動を想定した模擬地震動（サイト波）に対する検討

を行っている。花折断層の活動を想定した模擬地震

動は、フーリエ振幅とフーリエ位相に反映される震

源・伝播・地盤特性をそれぞれ合理的に規定できる

模擬地震動作成手法＊）により作成した。この手法は

フーリエ振幅をω2モデルで規定し、フーリエ位相

図9 レベル2地震時の最大応答層せん断力係数

図10 花折断層の活動を想定した模擬地震動の最大応答層せん断力係数
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1 はじめに
本建物は大阪市の消防防災活動の中枢施設であ

る。都市機能の高度集積化による災害の潜在的危険

性が増大する中で、市民の期待と信頼に応える21世

紀の大阪市消防行政・防火防災活動の中枢拠点創出

をテーマとして計画を行った。

大地震の際にも建物機能を損なうことなく、継続

使用する必要があるため、免震構造を採用した。ま

た、建物上部に高さ70m程度の無線鉄塔を計画する

ことが求められ、既存建物の地下躯体の利用法も大

きなテーマであった。

計画地は、京セラドーム大阪、大阪市交通局庁舎

のある岩崎橋再開発地区内にあり、京セラドーム大

阪よりペディストリアンデッキで接続されている。

2 建物概要
所 在 地：大阪府大阪市西区九条南1－12－54

設 計 者：大阪市都市整備局公共建築部

株式会社　安井建築設計事務所

施 工 者：清水・大本・栗本・中林

特定建設工事共同企業体

建物用途：消防局本庁舎および消防署

階　　数：地上8階

基礎構造：鋼管巻き場所打ちコンクリート杭基礎

上部構造：鉄筋コンクリート造（一部PC造梁）

建築面積： 3,027.99m2

延べ面積：17,414.20m2

最高高さ：51.85m（無線鉄塔頂部約120.0m）

竣　　工：平成19年6月

3 構造計画概要
基準階は46m×43mの整形な平面であるが、図1に

示すように、Y方向はスパンが大きく、X方向に比

べ水平剛性が小さいため、センターコア部に耐震壁

を設けて剛性を確保した。

免 震 建 築 紹 介

大阪市消防局庁舎

図1 基準階伏図

森高 英夫
安井建築設計事務所

園田 隆一
同

写真1 建物全景

坪根 正幸
同
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13免震建築紹介

建物本体は鉄筋コンクリート造としたが、執務室

はPC梁とすることにより大空間を設けてフレキシ

ビリティを確保するとともに、免震材料を集約して

建物の長周期化を図っている。

昭和初期竣工の大阪市交通局旧庁舎を取り壊した

後に建設しているが、地下躯体については、コス

ト・周辺環境・地球環境の面から検討し、仮設とし

て有効利用した。既存底版底がGL－3.5m程度と浅

いため、基礎はマットスラブ形式として、既存底版

より上で躯体を構築した。柱下（免震材料下）に鋼管

巻き場所打ちコンクリート杭を採用しており、マッ

トスラブでは地震時の杭頭モーメントを負担できな

いため、杭頭接合部には、杭頭をほぼピン接合とで

きるデバイスとして、P/Rパイル工法（PA型支承）

を採用した。図2にP/Rパイル工法PA型支承の概要、

写真2、3にP/Rパイルの設置状況を示す。図3に既存

地下躯体利用断面図を示す。

建物上部の無線鉄塔はブレース構造とした。無線

鉄塔の下部は、応力伝達がスムーズになるように

SRC造とし、耐力・剛性を確保するために鉄骨造の

ブレースを設けた。

図4に構造種別概要を示す。

図2 P/Rパイル工法PA型支承概要 図3 既存地下躯体利用断面図

図4 構造種別概要

写真3 P/Rパイルの設置状況

写真2 P/Rパイル工法PA型支承

012-016紹介04_ 大阪.qxd  09.2.12 11:46 AM  ページ 13



14 MENSHIN NO.63 2009.2

4 免震層の設計
本計画では、免震材料を1階と基礎間に設置した

基礎免震形式としている。

免震材料として、鉛プラグ入り積層ゴム支承（以

下、LRB）、天然ゴム系積層ゴム支承（以下、RB）、

直動転がり支承（以下、CLB）およびオイルダンパー

を採用している。LRBの鉛降伏荷重は、再現期間

100年の風荷重を上回るよう決定した。さらに、免

震層の減衰性能を確保するためオイルダンパーを採

用した。CLBは、建物を長周期化することと、地震

時引抜き力に抵抗させることを目的として採用して

いる。図5に、免震材料の配置を示す。LRBを外周

部に配置することにより、免震層におけるねじれ振

動が起こらないよう配慮した。

5 地震応答解析
1）耐震設計目標

建物および免震材料の耐震設計目標を表1に示す。

極めて稀に発生する地震動に対して、機能維持・継

続使用を目標としていることより、部材は短期許容

応力度以内、建物本体の水平加速度は250cm/s2以下

とした。

2）振動解析モデル

解析モデルは、各階床位置に集中させた質量を、

フレームの剛性および免震材料の剛性を等価なせん

断ばねに置換したばねで連結した質点系等価せん断

型モデルとした。また、建物屋上に設置される無線

鉄塔は、曲げ棒要素に置換したばねで連結した質点

系曲げせん断型モデルとした。質点数は30質点（無

線鉄塔含む）とし、免震層下部の基礎は杭のスウェ

イばねと連結されている。（図6）

上部構造の復元力特性は、静的弾塑性解析より得

られた荷重－変位曲線をもとに、Tri－Linear型に設

定した。無線鉄塔は線形とした。免震材料の復元力

特性は、LRBはひずみ依存型Bi－Linear型とし、RB

は線形とした。CLBはBi－Linear型とした。また、

温度変化、製造時の品質のばらつき、経年変化によ

る力学特性の変化は、免震材料のばらつきとして、

本復元力特性に反映させた。

減衰は内部粘性型とした。減衰定数は基礎固定時

上部構造体の1次固有振動に対して0.02（無線鉄塔は

0.01）とし、免震材料については考慮していない。杭

のスウェイバネによる減衰は0.10とし、液状化を考

慮した地震波を用いて解析を行う場合は0.05とし

た。地震動の入力位置は下部構造底位置とした。

図5 免震材料の配置

表1 耐震設計目標
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4）固有値解析結果

免震材料が固定時、微少振幅時（ゴムのせん断歪

率5％）、レベル1相当時（ゴムのせん断歪率100％）、

レベル2相当時（ゴムのせん断歪率200％）の各状態

での等価剛性に対する固有周期を表3に示す。

5）地震応答解析結果

レベル2の地震動に対する弾塑性地震応答解析結

果（X方向、免震材料のばらつき：標準）を図7に示す。

上部構造は、全層に渡り設計用層せん断力以下と

なっている。上部構造1階～8階における最大応答絶

対加速度は、250cm/s2以下となっている。また、最

大応答層間変形角（免震材料のばらつき：標準）は、

X方向で1/258、Y方向で1/623であり、耐震設計目標

値の1/200以内を満足している。

免震層の最大応答相対変位は、X方向で37.6cm、

Y方向で37.2cmであり、耐震設計目標値の45cm以内

を満足している。

6 おわりに
建物上部に無線鉄塔を有する免震建築物である本

建物において、大地震後も機能維持・継続使用でき

る耐震安全性が確保できたと考えている。既存地下

躯体利用については、基礎をマットスラブ形式とす

ることにより、仮設として利用した。

平成20年春より、消防局庁舎として使用が開始さ

れた。今のところ、防災拠点の中枢として問題なく

使用されているようで安堵している。今後は、防災

拠点としての役割を果たすだけではなく、大阪市民

の安心のシンボルとなることを願っている。

3）採用地震波

設計用入力地震動（レベル2）は、観測波3波、国土

交通省告示1461号に基づく告示波3波（全応力解析）

と液状化を考慮した同3波（有効応力解析）および、

建設地の特性を考慮した模擬地震波として、大阪市

の「大阪市土木・建築構造物震災対策技術検討会」

で作成された「大阪市模擬地震波」より、もっとも

敷地位置に近い2波を採用した。採用地震波（レベル

2）を表2に示す。

図6 振動解析モデル

表2 採用地震波と入力レベル

表3 固有周期（秒）
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図7 地震応答解析結果（ばらつき：標準）
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17免震建築紹介

1 はじめに
近年の地震リスクに対する認識の拡がりに伴い、

在来型の耐震改修だけでなく免制震構法を採用した

様々な耐震改修も実現し始めている。

本稿では周辺に店舗、事務所等が立ち並ぶ市街地

に位置し、その壁面と隣地境界間の距離が短い建物

に対し、粘性減衰装置を積極的に配置した中間階免

震構法を採用することによって、免震改修を実現し

た構造設計および施工計画の概要について紹介する。

2 既存建物概要
本建物は、昭和57年に千葉県船橋市に竣工した事

務所ビルである。JR津田沼駅前に位置する本建物は

1～2階が銀行、3階以上は予備校や外国語、和装な

どの各種教室や事務所がテナントとして使用されて

いる。既存建物の建築概要を以下に示す。

建 築 名 称：津田沼駅前安田ビル

建 築 場 所：千葉県船橋市

竣 工 年 次：昭和57年

用　　　途：事務所

構 造 形 式：SRC造（地下階RC造）

架 構 形 式：耐震壁付ラーメン構造

階　　　数：地上10階、地下1階、塔屋1階

建 築 面 積：724.84m2

延 床 面 積：7473.63m2

最 高 高 さ：37.69m

基準階階高：3.20m

基 礎 形 式：杭基礎

地 盤 種 別：第二種地盤

上部構造は設計当時（昭和55年）の基準に従い、高

さ16m以下で設計震度k＝0.2とし、それ以上の階は1

階につき設計震度を0.01ずつ増した水平力を元に許

容応力度設計がなされており、既存建物の耐震診断

の結果、耐震改修が必要と判断された。

3 耐震改修計画概要
3.1 免震構造の計画

各階を使用するテナントが異なる貸事務所ビルと

いう性格上、従来の耐震補強方法では建物の使用性

に与える影響が大きく、事務所を利用しながらの改

修は困難であった。この問題を解決する方法として、

1～2階および4階以上はテナントの利用を継続した

状態で、3階の柱中央部に免震装置を設置する中間

階免震改修を計画した。また、建物の隣地境界線ま

での距離が短いため、免震層の変形を小さく抑える

ことが要求され、極めて稀に発生する地震動入力に

対して免震層である3階の最大変形量を0.35m以下と

設定した。

免 震 建 築 紹 介

市街地における免震レトロフィット

写真1 既存建物外観

杉崎 健一
サットコンサルタント

大杉 文哉
久米エンジニアリングシステム

齊木 健司
免制震ディバイス

白山 貴志
三井住友建設

朴　 紀衍
同
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免震装置は天然ゴム系積層ゴム及び鉛プラグ入り

積層ゴム600φ～700φを採用し、3階柱に設置した。

上部構造の耐震壁下部の免震装置には過大な引抜力

が生じるため、耐震壁にスリットを設け、引抜力の

低減を図った。

地震時の変形を抑えるため、増幅機構付粘性減衰

装置「減衰こま」（最大減衰力800kN）を各方向4基

ずつ、合計8基を免震層の上下梁間に設置した。そ

れにより最大変形時の等価粘性減衰定数は20%以上

となっている。

免震層を貫通するEVシャフトは、鉄骨架構を新

たに4階梁から吊り下げ、上部構造と一体とし、階

段については3階で切断する計画とした。免震階と

なる3階の平面図を図1に、建物断面図を図2に、免

震部材配置図を図3に示す。

また同一敷地内において、本建物の北側に構造エ

キスパンションにより分割された店舗ビル（3階建

て）があるため、店舗ビルの最上階である3階柱を

移設し、壁面を後退させることで、クリアランスを

確保した。この店舗ビルについては別途耐震診断を

行い、安全性を確認している。

図1 免震階平面

図2 建物断面

図3 免震部材配置
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3.2 耐震性能目標

本建物の耐震改修後の性能は、極めて稀に発生す

る地震動入力に対して、表1に示す目標としている。

改修設計用入力地震動には、表2に示す既往の観

測地震波、告示スペクトルに適合する告示波および

サイト波（東京湾北部断層）を採用した。

3.3 解析結果

解析モデルは、各階床位置に集中させた質量を等

価せん断ばねで連結した等価せん断型10質点系モデ

ルとした。免震材料のばらつきを考慮した検討を行

い、耐震改修性能目標を満足することを確認した。

図4に代表的な応答解析結果を示す。

4 改修工事概要
4.1 施工計画概要

改修工事については、減衰装置を併設した免震改

修計画の採用により、構造体に関する補強を最小限

に抑えることができた。他の階の主な工事は、耐震

壁のスリット工事、EVシャフトの移設等であり、

通常使用されている居室内ではなく、上下動線とな

るコア部分の工事のみとすることにより、工事階以

外において居ながらの免震改修工事を可能とした。

本改修工事では重機を入れられないため、手作業

により複雑で様々な工種をこなさなければならな

い。また斫り工事等による使用中のテナントへの音

の問題、一部階段、EVの使用中止等、施工計画は

より綿密に立てる必要がある。

施工中の安全計画として、内部階段の工事中は建

物外部に仮設階段を設置することで2方向避難経路

を用意し、また柱や壁の切断時の耐震安全性につい

ては、免震装置固定プレートや仮設ブレースを設置

することで施工前と同等の構造耐力を確保すること

とした。

4.2 柱の免震化工事

本改修計画の主要工事である柱免震化の一連の作

業について以下より示す。

①柱頭柱脚に鉄製仮設治具を圧着し、上下仮設治具

間に設置したサポートジャッキへ柱の軸力を移行

させ、ダイヤモンドワイヤーソーにより柱を切断

する。（写真2）

②上下柱切断面について補強を行い、アンカープレー

トを設置する。また、上部アンカープレートには積

層ゴム、下部アンカープレートにはフラットジャッ

キを各々据え付ける。（写真3）

図4 応答解析結果

写真2 柱切断後状況

表2 改修設計用入力地震動一覧

表1 耐震改修性能目標
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4.3 粘性減衰装置設置工事

減衰こまの設置予定パースを図5に示す。

5 おわりに
本建物は、耐震改修計画について所管行政庁より

建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく認定

を取得し、耐震改修工事を開始した。現在、免震化

工事終了に向け最終工程に入り、4月からは免震構

造建物として機能し始めることとなる。

最後に、本改修計画において、建物性状、敷地形

状、周辺状況による独特な課題を克服しつつ、設

計・施工を進めるにあたり、ご指導とご協力を頂い

た関係者皆様に御礼申し上げると共に、本誌への掲

載をご快諾頂いた株式会社コスモスイニシアに紙面

をお借りして御礼申し上げます。

20 MENSHIN NO.63 2009.2

③フラットジャッキに加圧し、サポートに移行して

いた軸力を再び柱に戻す。（写真4）

④サポートジャッキおよび仮設治具を撤去し、せん断

伝達プレート、および仮設の免震装置固定プレー

トを設置する。（写真5）

図5 減衰こま設置予定パース
写真3 積層ゴム据付状況

写真4 フラットジャッキ加圧状況

写真6 施工中外観

写真5 柱免震化工事完了状況
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2 建築概要
建物名称：大成札幌ビル

建物用途：事務所、店舗、駐車場

設計監理：大成建設株式会社一級建築士事務所

施　　工：大成建設株式会社　札幌支店

構　　造：鉄筋コンクリート造及び鉄骨造

階　　数：地上8階、地下1階

建物高さ：34.57m

敷地面積： 863m2（261坪）

建築面積： 770m2（233坪）

延床面積：6,970m2（2,108坪）

施工期間：2005年7月～2006年6月

大成札幌ビルは、地下階および1階から3階を店舗

とし、4階から8階までを事務所としている。平面形

状は約40×20mの整形な長方形である。事務所階平

面図を図1に、断面図を図2に示す。建物全体の計画

では、①環境配慮型建築、②高い耐震安全性と長寿

命、③ローコストの3点を設計コンセプトとした。

環境の点においては、建築物総合環境性能評価

（CASBEE）指標を取り入れ、建築計画に反映させた。

その建築計画の1つとして、熱負荷効率の向上があ

り、外壁開口率の低減を検討した。外壁を構造躯体

として利用し窓を極力小さくして、開口率を25%程

度とし、建物の外皮性能を向上させる計画とした。

光および風を効率的に取り込むため、屋上階床から

5階床までの中央部に開口を設け、吹抜空間を計画

した。図3に示すように、この吹抜を利用し、太陽

光採光システムを導入した。ここでは、太陽光を効

率よくとらえることができる太陽自動追尾型ミラー

を用いている。さらにこの吹抜は自然換気にも利用

されている。

1 はじめに
建築に求められる性能は多様化しており、安全性、

地球環境配慮、長寿命および計画自由度の拡大が重

要視されている。これらの性能を大幅に向上させる

ことを目的として、高い耐震性能および自由な空間

を有した長寿命建築を可能にした制振システムを開

発し、大成札幌ビルに適用した（写真1）。地震時の

エネルギーを吸収する部位と常時の鉛直荷重を支持

する部位を完全に分離することで、高い耐震性能を

確保し、新しい建築架構を実現した。本建物では、

構造体と外壁デザインの融合を計り、建物内部には

柱のない広い建築空間を可能とした。

制 震 建 築 紹 介

大成札幌ビル

写真1 建物外観

小室 努
大成建設

藤野 宏道
同

河本 慎一郎
同
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3 構造概要
3.1 制振システム TASMO

「制振システムTASMO（タスモ・TAisei Smart

suppression system with MOnitor）」は、地震時のエネ

ルギーを吸収する部位と常時の鉛直荷重を支持する

部位を完全に分離することで、新たな建築空間を創

り出すシステムとして開発された。地震時のエネル

ギーを吸収する部位は、剛性の高い壁柱間をつなぐ

境界梁および壁柱脚部のオイルダンパーの制振装置

である（図4）。境界梁は梁中央せん断パネル部分に

極低降伏点鋼を用いた鋼材ダンパーとし、壁柱脚部

のオイルダンパーとともに制振装置として機能す

る。壁柱、鋼材ダンパーおよびオイルダンパーを図

4のように組み合わせることにより、地震時のエネ

ルギーを集中的に制振装置に吸収させる構造であ

る。本制振システムでは、地震力のほとんどの割合

を制振装置に入力させる架構としており、さらに地

震時の建物固有周期を長周期化させることで、制振

装置が効率よく地震エネルギーを吸収し、揺れを制

御できることが確かめられている1）。

3.2 架構計画

大成札幌ビルでは、建物外周にチューブ状に配置

された外壁を壁柱に利用し、本システムを適用して

いる。剛性の高いRC造壁柱を外周に設置し、壁柱

同士は、四隅を除き、鋼材ダンパーを有する境界梁

（最上階のみ弾性の境界梁とする）で連結している

（図5）。境界梁には中央部ウェブに極低降伏点鋼材
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図3 太陽光採光システム

図2 断面図

図1 事務所階平面図

図4 制振システムTASMOの架構概念
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（LY100）を使用し、壁柱に埋め込んだ鉄骨ブラケッ

トとボルト接合することで、交換可能な方式とした。

壁柱は、2階の中間部から下方に向かって順次幅を

縮め、外壁デザインとの整合性を図り、かつ、壁柱

脚部と地下階との接合をピン支持としている（図6）。

短辺方向の壁柱脚部には、1辺あたり4台（計8台）の

オイルダンパーを設置している。オイルダンパーは

1,500kNのものをV字型に配置している。

4 耐震設計
4.1 耐震設計方針

鋼材ダンパーおよびオイルダンパーの地震時の性

能と効果をより正確に把握するため、耐震保有性能

の確認は、設計用地震動を用いた非線形時刻歴応答

解析に基づいて行った。稀に発生する地震動および

極稀に発生する地震動に対し、それぞれ表1に示す

設計クライテリアを設定し、複数の設計用地震動を

用いたフレームモデルによる非線形時刻歴応答解析

によって性能を確認した。

4.2 時刻歴応答解析

短辺方向および長辺方向は地震抵抗架構が独立し

ているため、おのおの別途に平面フレームを用いて

非線形時刻歴応答解析を行った。非線形時刻歴応答

解析時の壁柱の構造減衰は内部粘性型で、1次振動

数に対しh＝0.02とした。図7にレベル2での時刻歴

応答解析結果の最大応答値を示す。最大応答層間変

形角は、設計クライテリアの1/100以内である。最

大応答加速度は、入力地震波よりも小さな値となっ

ており、本制振システムが地震動による応答の増幅

を抑えている。

図8に告示波（エルセントロ位相、レベル2）を入力

した場合のエネルギー吸収状況を示す。オイルダン

パーの減衰エネルギー吸収が15％、極低降伏点鋼の

履歴エネルギー吸収が73％と、制振装置で総地震入

力エネルギーの約90％を吸収しており、本制振シス

テムが効率良く地震エネルギーを吸収していること

が分かる。
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図5 基準階構造伏図

図6 短辺方向軸組図
図7 時刻歴応答解析結果（レベル2）

表1 耐震設計クライテリア
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5 床組架構計画
事務所空間に柱をなくすことおよび天井仕上材を

用いず見上げの構造躯体を直接表現することを目的

として、プレキャストプレストレストコンクリート

梁（PCaPC梁）を使用する床組架構を計画した。

PCaPC梁は短辺方向に単純小梁として配置し、壁柱

に架け渡すこととした。長辺方向に並ぶ壁柱は

3.90m間隔であるが、梁同士の間隔を1.95mと細かく

し、梁断面を極力小さくすることで、デザイン上繊

細かつ軽快に表現することとした（図4、写真2）。

PCaPC梁の断面寸法を最小限にする解決策とし

て、高強度材料の使用と、高い応力レベルのプレス

トレス力を検討した。設計基準強度70N/mm2のコン

クリートおよび緊張材としてUSD685高強度異形鉄

筋を使用することで、B×D＝300mm×750mmの断

面が可能となった。

6 モニタリングシステム
本建物には、制振装置および建物全体の健全性を

常に監視できるモニタリングシステムを導入した。

図9にシステムの概要を示す。3成分加速度計を1階、

3階、6階および8階床に設置し、制振装置である境界

梁の極低降伏点鋼パネル部分にひずみ計を12箇所に

設置し、毎日定時における常時測定と地震時測定を

行う。常時微動測定から建物の固有振動数を把握し、

ひずみ計から累積塑性変形を算定し、建物の健全性

を遠隔地においても把握できるシステムとしている。

7 おわりに
大成札幌ビルは、地震時のエネルギーを吸収する部

位と常時の鉛直荷重を支持する部位を完全に分離す

る新しい制振システムを取り入れることにより、高い

耐震性能を確保し、広い建築空間を設計することが

できた。今後は、本制振システムを多くの用途の建築

物に取り入れ、積極的に展開していく予定である。

【参考文献】
1）小室 努 他：エネルギー吸収集約型制振システムの開発（その1

～3）、日本建築学会大会学術講演梗概集、2006年（関東）
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制 震 建 築 紹 介

図8 エネルギー吸収状況

図9 モニタリングシステム

写真2 建物内部

写真3 1階エントランス部
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して空間へと取り込んでいます。

建物概要

建築地：東京都豊島区北大塚1丁目15－6

建築主・監理：株式会社東京建設コンサルタント

監修・監理：株式会社松田平田設計

設計・施工：清水建設株式会社

建物用途：事務所

建築面積： 868.43m2

延床面積：5,980.28m2

階数：地下1階、地上7階、塔屋1階

構造種別：鉄筋コンクリート造

竣工：2006年8月

1 はじめに
今回は、東京都豊島区にある東京建設コンサルタ

ント新本社ビルを訪問しました。建物はJR大塚駅よ

り徒歩2分のところにあり、山手線の線路に隣接し

た敷地に建設されています。

本建物は2007年度の第8回日本免震構造協会賞の

作品賞を受賞しています。当日は、株式会社東京建

設コンサルタント 林様、宮沢様、清水建設 斎藤様、

国立様にご案内いただきました。

2 建物概要
本建物は土木設計コンサルタント企業の本社ビル

であり、安全なインフラの担い手として建築も安全

性を備えたものとすることを標榜して免震構造を採

用しています。また執務空間の効率的な利用を目的

に、柱の無いオフィス空間を実現し高い有効面積比

を確保しています。

免震層は1階と2階の間に配置され、1階はエント

ランスホール、2階から上階は執務空間、地下1階は

駐車場となっています。

中間階免震構造が採用された理由は、高い安全性

を見える形で表現すること、免震層の高さを利用して

執務空間を隣接する山手線より高いレベルに配するこ

とで外部への視界を良好なものとすること、既存建物

の基礎を有効に利用することが挙げられています。

また、企業アイデンティティーの表現として、技

術的な合理性を伴った建築表現の追求を設計コンセ

プトとしています。そのひとつが「Civil Code（土

木の符号）」をテーマとした土木的な風景の創出で

す。ダイナミックなマッスの建物形状や土木構造物

を意識した白色のコンクリートの採用、また土木構

造物で広く採用されている水流抑制ブロック材や有

孔切板を積極的に建築に取り入れています。更に、

エントランスホールに面するJR法面も土木の符号と

浜辺千佐子
竹中工務店

世良信次
CERA建築構造設計

藤波健剛
前田建設工業

東京建設コンサルタント新本社ビル
免 震 建 築 訪 問 記 ― 68

写真1 建物外観

猿田正明
清水建設
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免 震 建 築 訪 問 記 ― 68

写真4 エントランスホール水流抑制ブロック

写真3 エントランスホールより
（JR法面と水流抑制ブロックを臨む）

写真2 免震層部分外観 写真5 階段室スクリーン（有孔切板）

写真6 階段室スクリーン有孔切板

写真7 執務空間内観（完全無柱オフィス）
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免 震 建 築 訪 問 記 ― 68

3 構造概要
本建物の構造計画は「免震構造の採用、完全無柱

オフィスの実現、構造合理性を伴った建築表現」を

方針としています。1～2階の間の免震層をはさみ、

1階部分は土木的スケールの厚さのRC壁、2階以上は

外装PCa＋RCコアウォール＋プレストレスト格子梁

により構成し、最大14mスパンの完全無柱オフィス

空間を実現しています。基礎は、直接基礎（マット

形式）を採用していますが、既存建物の基礎をラッ

プルコンクリート代わりに利用しています。

建物外周部の外装PCa版は、柱及び耐震壁として活

用しています。ファサードの外装耐震壁の配置は、鉛

直および地震時の応力分布図を模式化して表現してお

り、構造合理性を伴った建築表現を追求しています。

また、大地震時においても外装PCa構造体は弾性範囲

内にとどまり外装機能は維持されており、これは免震

構造により実現できる建築表現となっています。

また、建物梁間方向は内部の連層RCコアウォール

と最上階大梁（梁せい2,700mm）でメガストラクチャー

を形成しています。なお、地震時の水平力は外周PCa

部で2割、各階コア部で8割の分担率とし、免震装置

に引抜が生じないような設計配慮を行っています。

免震層は、免震装置を建物内部側に集約配置する

ことにより平均面圧を高めて長周期化をはかり耐震

安全性を向上しています。免震装置は鉛プラグ入り

積層ゴム支承1000φを8台、950φを4台の計12台を

配置し、平均面圧は13.4N/mm2、γ＝200％時の実効

固有周期は約4.1秒とのことです。

写真8 ファサードの外壁耐震壁

写真9 免震層見学風景

写真10 免震装置（周囲に耐火被覆材）

写真11 免震層をまたがる階段
（可動範囲はカーペット色を変えて配慮）
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免 震 建 築 訪 問 記 ― 68

4 環境負荷低減技術
環境負荷低減技術として、氷蓄熱併用空調システ

ム、外気冷房、タスク＆アンビエント照明を取り入

れ、一般ビルと比べて約30％の1次エネルギー削減

を実現しています。

5 インタビュー
建物概要紹介や見学後に行った質疑応答の内容を

紹介します。

Q：外装の壁は、小窓をランダムに配置し室内の圧

迫感を低減しているとのことですが、耐震壁と

して扱っていますか？

A：はい、耐震壁です。開口率を満足して小窓を配

置しています。

Q：線路わきの立地条件ですが、執務空間の振動・

騒音は問題ありませんか？

A：特に問題ありません。事前に清水建設技術研究

所にて音のシミュレーションを行ったうえで外

装のガラス厚さを設定した経緯があります。

Q：天井仕上げのない格子梁が現しになった空間の

使用性はいかがですか？

A：梁下の寸法に対して天井高さが高くなっている

ので、非常に広く感じられています。

Q：建物が免震構造であることについて、社員の方

や周辺住民の認識はいかがですか？

A：社員へはガイダンスも実施していますが、外観

上免震構造とすぐわかるので周辺住民の方から

も耐震性の高い建物だと認識されています。

6 おわりに
今回の建物は、企業アイデンティティーを重視し

た設計コンセプトに基づき、土木と建築、そして構

造技術と建築表現が効果的に融合されている建物で

した。それはプロジェクト初期段階からの入念なつ

くり込みと高度なデザイン力や構造エンジニアリン

グ力、そして免震構造により実現されていることを

実感するものでした。

最後に、今回の見学に際し大変お世話になりました

株式会社東京建設コンサルタント林様、宮沢様、

清水建設斎藤様、国立様

に厚く御礼申し上げます。

写真12 説明状況

写真13 集合写真
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シリーズ「免震部材認定」ー 93
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1 はじめに
積層ゴム支承の性能試験は、免震材料の技術的基

準を定める告示1）の規定に基づき、鉛直荷重と水平

一方向の変形を同時に与える試験条件（以下、ここ

では、水平一軸変位試験と呼ぶ）によって行われて

いる。今回、鉛直荷重に水平二方向の変形を組合せ

た試験（以下、水平二軸変位試験）を行った結果、従

来の水平一軸変位試験からは予想されなかった特性

が得られたので報告する。

2 実大免震支承試験
2.1 試験計画

米国カリフォルニア大学サンディエゴ校（UCSD）

が保有する大型試験装置による一連の試験を実施し

た。試験の本来の目的は、超高層免震建物が長周期

地震動を受けたときの応答に相当する加力条件にお

ける実大免震支承部材の性能を把握しようとするも

のである。試験体として表1に示す積層ゴム種およ

び径のものを用い、主要な試験として表2に示す項

目を実施した。試験装置概略図を図1に示す。試験

の全体概要については文献2）を参照されたい。

水平二軸変位試験における変形オービットを図2

に示す。図2は、長軸（X）、短軸（Y）の比を2：1と

し、時計回り、反時計回りのループを組み合わせて

作成したものであり、特定の地震応答を想定したも

のではない。

2.2 試験結果

ここでは、紙数の都合で高減衰積層ゴム（以下、

HDRX6）の水平二軸変位試験についてのみ示す。

荷重変形関係を図3に示す。図中には比較のため

に水平一軸変位試験による結果を併せて示す。軸力

積層ゴム支承の水平二軸変形特性
について

特 別 寄 稿

嶺脇重雄
竹中工務店

山本雅史
同

東野雅彦
同

加藤秀章
ブリヂストン

鈴木重信
同

和田　章
東京工業大学

図1 UCSD大規模試験装置

表1 実大試験の試験体

表2 実大試験の試験項目

図2 実大試験二軸変形オービット（φ700用）
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特 別 寄 稿

条件は面圧14MPa一定である。

Y方向の荷重変形関係には、変位0付近の荷重が

大きくなる一見奇異な復元力が現れている。また、

水平二軸変位試験X方向の荷重変形関係には水平一

軸変位試験のそれに比べより大きなふくらみを帯び

る傾向が見られる。

HDRX6700の水平2軸試験においては図中に▼で示

す時点で、両フランジから数えて2層目のゴム層で

破断が生じた。最大せん断ひずみ394％を2回（正負

各1回）経験した後にせん断ひずみ380％に相当する

変形で破断した。破断後においても鉛直支持能力、

水平復元力が著しく低下することは無かった。この

積層ゴム製品の限界水平変形の基準値は、上記告示

に従い水平一軸変位試験結果からせん断ひずみ

400％に相当する値として定められているが、水平

二軸変形の繰返しにより基準値以下の変形でも破断

が生じる可能性を示す結果となった。免震建築物の

構造方法に関する告示3）で行われているように、水

平1軸試験による知見の限界を考慮して設計限界水

平変形を適切に設定することが工学的に重要である

ことを示す結果である。

この破断の原因は水平二軸変形に伴い積層ゴム内

部にねじれ変形が発生し局部的なせん断ひずみが増

加したことによると考えられる。X、Y各方向の荷

重をQx、Qy、変位をδx、δyと書くと、積層ゴム

上下端に生じるねじれモーメントTは式（1）で求め

られる。また、ねじれによるせん断応力度が半径r

方向に一様に変化するとすれば、外周部の値τpは
式（2）で求めることができる。これを全体のせん断

変形による応力度と加えることで、局部的に最も不

利となる点のせん断応力度が算出できる。

…（1）

…（2）

表1に示した各試験体の最大値を表3に示す。なお、

HDRX6以外の試験体については変動軸力下における

試験結果である。せん断応力度の合計値は破断が生

じたHDRX6700において顕著に大きいことがわかる。

変形オービット上の各点におけるXY復元力のベ

クトル和は、図4に示すように必ずしも原点に向か

わない。この復元力を原点に向かう弾性力と変形増

分の方向に支配される減衰力に再分解すると、ねじ

れモーメント発生のメカニズムやY方向に見られる

一見奇異な復元力がある程度定量的に解釈できる。

上記復元力モデルの詳細は文献4）を参照されたい。

図3 水平2軸試験の荷重変形関係

表3 水平2軸試験時のせん断応力度

図4 変形オービット上の各点における復元力の向き（HDRX6700）
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3 縮小試験体による再現試験
3.1 試験計画

前章の試験結果を受けて、水平二軸変位試験にお

ける各種積層ゴム支承の破断特性及び大変形域の変

形状態を天然ゴム系積層ゴム（以下NRB）、鉛プラグ

入り積層ゴム（以下LRB）、高減衰積層ゴム2種類（以

下合わせてHDR）の縮尺モデルを用いて調査した。

試験体諸元を表4に示す。本試験においては4種類

の積層ゴム支承を対象とした。HDRX6は前章の試験

体と同じゴム材料を使用している。

水平二軸変形の加力パターンを図5に示す。二軸変

形の加力パターンは楕円加力と複合加力（楕円加力と

8の字加力の組み合わせで図2の加力パターンに類似

させたもの）の2パターンとした。楕円加力と複合加

力については、前章と同様に長軸方向の最大変形量

γxmaxと短軸方向の最大変形量γymaxの比を2：1とし
た。また、比較として水平一軸変位試験も実施した。

試験条件一覧を表5に示す。試験せん断ひずみは、

γxmaxを300％から50％ずつ破断するまで漸増させ
た。なお、繰り返し数は、一方向加力試験及び楕円

加力試験については長軸方向の変形で3サイクル、

複合加力試験については図5（c）に示す変形オービッ

トの通りとした。

試験装置の概略図を図6に示す。水平二軸変形時

の変形状態を観察するために、変形の長軸方向にビ

デオカメラを設置した。

3.2 試験結果

加力パターンによる破断せん断ひずみγBの比較

結果を図7に示す。二軸変形時は一軸変形時と比べ

て破断せん断ひずみが低下傾向にあることが確認さ

れた。特にHDRは破断せん断ひずみの低下傾向が顕

著である。ここで、破断せん断ひずみの定義は以下

の通りとした。

・試験中に試験体が破断した試験条件における長

軸方向の最大せん断ひずみとした
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図5 加力パターン

表4 試験体一覧

表5 試験条件一覧

図6 試験装置概略図
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・但し、1サイクル目において、試験条件の長軸

方向の最大せん断ひずみに達する前に破断した

場合は、その1つ前の試験条件における長軸方

向の最大せん断ひずみとした

従って、破断せん断ひずみは50％刻みの評価とな

る。なお、本試験は縮尺モデル評価であるため、実

大サイズに比較して破断せん断ひずみが大きくなる

傾向がある。このため、実大サイズと縮尺モデルで

破断域近傍における応力－ひずみ関係が異なるの

で、図7の加力パターンによる破断せん断ひずみの

大小比率を直ちに実大サイズに適用できないことに

は留意が必要である。

加力試験時に長軸（X軸）方向に設置したカメラに

より観察した長軸方向の変形が最大となった瞬間の

画像の一例を図8に示す。本画像は、HDRX6の楕円

加力試験におけるγxmax＝400％、γymax＝0％の際の
画像である。ゴム表面には変形状態の可視化のため、

□4mmの格子を転写している。積層ゴム支承にねじ

れ変形が発生していることが観察される。水平一軸

試験時についてはこのようなねじれ変形は観察され

なかった。積層ゴムの上下両端のゴム層に生じるね

じれによる最大せん断ひずみγΦmaxを画像解析によ
り求めた。結果を図9に示す。画像解析においては、

各格子点の変位を読み取り2次式に近似した上で、

その変化率としてのせん断ひずみを求めた。ゴムお

よび内部鋼板の寄与は（3）式により補正した。

…（3）

ここで、γΦ, apは図8のような画像より算出した見
かけの最大せん断ひずみを示す。25.4/14.4はねじれ

変形に寄与しない内部鋼板の厚さに対する補正項で

あり、ゴム厚さと内部鋼板厚さの総和を内部鋼板厚

さの総和で除した値である。各積層ゴム支承とも水

平二軸変形時にねじれ変形が生じている。また、そ

のねじれ変形は最大せん断ひずみγxmaxと共に大き
くなっている。ねじれ変形は、特にHDRX6及び

HDRE6に大きく発生する。

画像解析により算出したねじれ変形による最大せ

ん断ひずみ量と破断せん断ひずみとの和である破断

時最大せん断ひずみを図10に示す。二軸変形時の破

断時最大せん断ひずみと一軸変形時の破断せん断ひ

ずみが概ね同程度であることがわかる。このことは

一軸変形時に対する二軸変形時の破断せん断ひずみ

の低下はねじれ変形に起因するものとして説明でき

図7 加力パターンによる破断ひずみの比較

図8 二軸変形時の積層ゴム支承のねじれ変形
（HDRX6の楕円加力（γxmax＝400%、γymax＝0%）における結果）

図9 ねじれによる最大せん断ひずみ
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る可能性を示唆している。

積層ゴム支承に発生するねじれ変形は、式（1）に

て算出されるねじれモーメントに起因するものと考

えられる。積層ゴム支承の上下フランジ締結部は固

定端であることを考慮して真直丸棒のねじり問題と

同様に考えると、積層ゴム支承に発生するねじれ変

形による最大せん断ひずみγΦmaxは（4）式により算
出される。

…（4）

ここで、Rは積層ゴム支承の有効半径を、Ipは断

面2次モーメントを、GΦはねじれ変形に対するせん

断弾性係数を示す。楕円加力試験時における3サイ

クル目の加力において、長軸方向最大変形時に積層

ゴム支承に発生したねじれモーメントTの絶対値と

（4）式より算出した積層ゴム支承のねじれに対する

せん断弾性係数GΦを図11及び12に示す。NRB及び

LRBについては最大せん断ひずみと共にGΦが増加

しているが、HDRにおいてはあまり変化していない。

HDRX6の楕円加力試験における1サイクル～3サイ

クルまでの各加力サイクルにおいて、長軸方向最大

変形時に積層ゴム支承に発生したねじれモーメント

を図13に、ねじれによるせん断ひずみを図14に示す。

ここで、図中の片括弧数字は加力サイクル数を示す。

同一試験ひずみにおいて、ねじれモーメントは加力

サイクル数に対して大きく変化しないにもかかわら

ず、ねじれ変形によるせん断ひずみは加力サイクル

数と共に増加している。これらの結果より算出され

るねじれに対するせん断弾性係数を図15に示す。ね

じれに対するせん断弾性係数は加力サイクル数と共

に減少している。これは、本試験が準静的試験であ

るために高減衰ゴムに顕著に現れるクリープ現象に

よるものと推測される。従って、実速度における積

層ゴム支承の二軸変形状態の検証については動的試

験での検証が必要であると考えられる。
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図10 破断時最大せん断ひずみ

図11 ねじれモーメント

図12 ねじれに対するせん断弾性係数
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4 まとめ
積層ゴム支承に水平二軸変形を与えた性能試験に

より、以下の知見が得られた。

・主要な変位方向に直交する荷重変形関係では、

変位0付近の荷重が大きくなる復元力が現れる。

・水平一方向加力に比べ、より小さなせん断変形

で破断が発生する可能性がある。

・破断現象の発生は、限界水平変形の基準値近傍

で生じる事象であり、基準値に対し設計限界を

適切に設定してあれば直ちに問題となる訳では

ない。

・上記の諸現象は、積層ゴム内部にねじれ変形が

発生することによるせん断ひずみの局部的増大

によると解釈できる。

・上記は、高減衰積層ゴムにおいて特に顕著である。

・類似の問題は鉄筋コンクリート柱においても観

察され5）、復元力モデルの提案6）が行われてい

るが、今回観察された積層ゴム支承に関する現

象についても、定量的評価手法の開発が課題と

なる。
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図13 ねじれモーメントの加力サイクルによる変化

図15 ねじれに対するせん断弾性係数の加力サイクルによる変化

図14 ねじれによる最大せん断ひずみの加力サイクルによる変化
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ABSTRACT
Application of base isolation techniques in Iran goes back to hundreds of years ago and even to ancient times.

Installing pieces of wood between the foundation and the walls of buildings is among the earthquake resistant

construction techniques that have been applied in some areas of Iran in the past. However, contrary to other technologies

which are generally adapted soon after their development, modern seismic base isolation technology took almost a

quarter of a century to be adapted and utilized in Iran. This paper presents the historical as wells as the modern

application of seismic base isolation technology in Iran.

1 INTRODUCTION
Iran is located in an active seismic area and we frequently observe heavy casualties and damages due to destructive

earthquakes. Therefore, people have tried to cope with this natural hazard using different techniques throughout the history.

Application of base isolation concept is one of the techniques that have been used in some areas of the country in the past.

However, modern base isolation technology was not used in Iran until very recently. One important reason for the long

delay can be referred to the fact that it is difficult to change the mentality of the builders from their current way of

construction to a newly developed technology. However, this can be acceptable to some extend, as it is human nature to

resist against change, and life would certainly be easier if engineering practices and building construction remained

unchanged. We should note that advances in earthquake engineering and the construction practice that follow are as

dynamic as the world we live in. In order to use the latest technology and ensure highest level of safety in the built

environment, it is imperative that the design and construction communities utilize the most current technologies available.

2 BASE ISOLATION TECHNOLOGY IN IRAN
2.1 Historical Structures

Study of historical structures in Iran show that some base isolation techniques had been utilized to reduce seismic

impacts on some types of structures throughout the history. For instance, construction of multi-layer stones, pouring sand

between the ground and the bearing walls, and installing pieces of woods (timbers) between the ground and the bearing

walls of some traditional structures were among the techniques that use to be applied in earthquake resistant construction.

2.1.1 Multi-Layer Stones

The first application of the base isolation concept in Iran goes back to ancient times when some structures were built

on multi-layer stones with flat and smoothed surfaces. The smooth surface of the stones would contribute to an easier

slide of the structure with respect to the foundation during earthquakes. Therefore, it can be concluded that application of

multi-layer stones which uses a base isolation concept, could overcome to the earthquake effects.

2.1.2 Pouring Sand between the Ground and Walls

There are evidences of pouring sand between the ground and the bearing walls of some historical structures in Iran.

This would create a sliding mechanism for the structure during earthquakes.

APPLICATION OF SEISMIC BASE 
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2.1.3 Using Timber under Bearing Walls

Study of historical areas in the northern part of Iran also shows a good practice of earthquake resistant construction.

One example is the town of Masooleh which is famous because of its 4,000 years history. Its architecture is based on the

need for protection against environmental conditions as well as earthquake resistance. In this town, architectural

elements, local materials, and construction techniques have created a unique homogenous environment, a combined

texture of houses and buildings with nature and culture. The natural sloping condition of Masooleh affected the building

forms and methods of construction. Buildings in the town are generally of two or three stories and most of them are more

than 100 years old and constructed with adobe and mud. Because of the sloping site of the town, the roof of every

building forms the front surrounding of the house behind or is a path-way or bazaar. The roofs are heavy and constructed

with strong wooden beams. Wooden beams, columns and ring ties are combined with thick adobe walls. Roofs are heavy

and are comprised of strong wooden beams located close to each other. What are notable are the tie beams and tie

columns which are used in most of the buildings in both horizontal and vertical directions (Figure 1),［2］.

Investigation on the good behavior of the traditional buildings in Masooleh, following the 1990 Manjil earthquake

(Mw 7.3), showed that two main concepts of earthquake resistance have been applied in construction of these buildings.

One considered the dissipation of energy due to earthquake and the other considered the whole building as a single unit.

For the first technique, many traditional buildings are constructed on base isolated foundations. They have been

designed and constructed in a way that allows the ground to move with the rolling movement of the building on the

foundation. The foundation is constructed on layers of timber which can roll on each other and dissipate the earthquake

induced energy (Figure 2).

Figure 1. Masooleh historical town in north of Iran; construction in this town has been based on the need for
protection against environmental conditions as well as earthquakes.

Figure 2. Two sides of a foundation constructed on layers of timber in many 
traditional buildings shown in Figure 1 (Masooleh, north of Iran).
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The other technique is to construct buildings that can behave as a single unit during earthquakes. Other than applying

base isolators, traditional buildings in Masooleh are braced in both vertical and horizontal directions, and the wooden

columns used in the walls are anchored at the roof and at the foundation. The buildings are also braced at the corners

with both vertical and horizontal wooden members (Figure 3). These are not timber frame buildings but could act as

monolithic structures during earthquakes.

Figure 4 shows an example of a traditional house constructed in Lahijan, another city in north of Iran using pieces of

woods under the walls with a different configuration shown in Figure 2. There are evidences that application of this

technique goes back to several hundred years ago. Although this technique had several advantages (e.g., prevention of

moisture to enter to the house, creation of gallery effects which cause the air ventilation under the structure, and using

the space between the ground and the floor as a storage), it was an effective measure for earthquake resistance as well.

Detailed field survey from very old people residing in those houses and further studies showed that those pieces of

woods were intentionally installed horizontally in different layers in order to have a better performance against

earthquakes; otherwise, if it were only for the purpose of moisture prevention, they could simply use some vertical

members rather than laying the wood pieces as shown in the figure. Anyhow, these buildings also performed well during

the 1990 Manjil earthquake in north of Iran. Some of these buildings had a permanent displacement of 15-20cm almost

without any damage. This was mainly due to the fact that they basically rely only on the friction and they do not have

any restoring force (like Friction Pendulum System) to bring them back to their original position.

Figure 3. Structural system of traditional buildings in Masooleh. Wooden tie beams and tie columns plus vertical and horizontal
bracings at the corners provide an integrated structure.

Figure 4. Use of pieces of wood between the ground and the bearing walls of traditional houses in Lahijan, north of Iran. 
This demonstrates a base isolation technique that was applied long before the introduction of modern base isolation technology.
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Above examples and many other evidences indicate that earthquake engineering concepts have been applied in Iran

since ancient times. Using base isolators and other means of seismic resistance concepts clearly show that our ancestors

were aware of the earthquake hazard and had learned how to cope with it. Their constructions have been experiencing

earthquakes throughout the history but most of them are still remaining without significant damages. Perhaps we should

realize that the engineering practice in the past was better than today. As a matter of fact, our ancestors had learned

better than us how to live in harmony with earthquakes and other natural hazards.

2.2 Modern Structures

In modern age, the first attempt to utilize a seismic vibration reduction system in Iran goes back to early 1970's when

the 15 (13 above ground) storey telecommunication building was constructed in the central part of Tehran (Figure 5).

Two Teflon plates with rubber in between were installed between the basement ceiling and the ground floor columns of

the building. However, there are no accessible details and drawings available on those plates to find out or to further

investigate their expected function during earthquakes.

To the best of the author's knowledge, the first public introduction of modern seismic base isolation system in Iran

took place by him after his return from Japan and observation of several buildings constructed on base isolators in 1989.

He presented a lecture on base isolation technology and its application at Sharif University of Technology in that year.

Since then, he has made so much effort and has worked hard to create a culture of safety through application of base

isolation technology and other means of seismic control in Iran. There have been several other experts, especially in

recent years, who have tried to promote the use of base isolation system in Iran. Major activities carried out so far can be

summarized as follow:

At least one book and several research papers are already published on base isolation system in Iran. Many graduate

students have worked on this subject as their theses. The subject is also presented in numerous lectures, seminars,

conferences, etc. Some technical journals and periodicals have published articles on the advantages of base isolators.

However, it should be noted that all these activities were generally done by and for technical people, not the main

builders of buildings who could use these devices in their real practice. In addition, a few attempts have been made to

produce base isolators in Iran; and a couple of samples have also been made but have not reached to mass production

yet. At present, there are at least two companies who represent two foreign producers of base isolators in Iran. One of

these companies has even obtained permission to produce a well known base isolator brand in the country, but it is not

Figure 5. Telecommunication building in the central part of Tehran built in early 1970's. Two Teflon plates with 
rubber in between are installed between the basement and the ground floor columns of the building.
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started yet.

However, these activities and some other efforts did not come to reality to construct even a single building on modern

base isolators in Iran. This was the case until very recently that we suddenly observe construction of many buildings on

base isolators in a new town near the capital city of Tehran.

3 MODERN BASE ISOLATION APPLICATION
A contract was made between the Ministry of Housing and Urban Development of Iran and the government of

Malaysia in 2006. According to the contract, a Malaysian developer would invest in Iran to construct tens of blocks of

residential buildings in two new towns of Parand and Hashtgerd near Tehran as part of the New Town Development

Program. According to the contract, all buildings shall be constructed on base isolators.

The project will be carried out in two Phases. In Phase 1A, in total 24 blocks of residential buildings are going to be

constructed in the Parand New Town. This Phase consists of 8 blocks of Type A, which is a 12 storey high building with

73 units of apartments and 16 blocks of Type B, which is an 8 storey high building with 96 units of apartments.

Currently, 5 blocks of 12-storey buildings are under construction. Upon completion of all 24 blocks of buildings in

Phase 1A, they will proceed to Phase 1B which consists of 10 blocks of type A and 23 blocks of type B. Details of both

types of buildings are shown in Table 1.

Overall perspective views of a part of the Parand New Town where typical base isolated buildings are under

construction are shown in Figure 6. Typical plan and elevation views of 12 story buildings (Type A) are demonstrated in

Figure 7. Typical elevation view of 8 story buildings (Type B) is presented in Figure 8. Figure 9 shows typical 12 story

buildings under construction.

Table 1. Base isolated buildings under construction near Tehran, Iran

Figure 6. Overall perspective view of a part of the Parand New Town near Tehran. 
All buildings on this site are going to be constructed on base isolators.
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Figure 7. Typical plan and elevation views of 12 storey base isolated residential buildings under construction near Tehran

Figure 8. Typical view of 8 storey base isolated residential buildings to be constructed near Tehran
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4 APPLICATION OF OTHER TYPES OF SEISMIC VIBRATION CONTROL
Besides base isolation, application of other types of seismic vibration control is already started in Iran. As an

example, Figure 10 shows a (-2+26) storey hotel building in Tehran constructed in 1975. Hydraulic dampers are used as

a part of the retrofitting plan for this tall building.

Figure 9. Typical 12 storey base isolated residential buildings under construction in Parand New Town near Tehran.

Figure 10. Application of hydraulic dampers as a part of the retrofitting plan for a tall hotel building in Tehran.
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5 BASE ISOLATION AND THE SEISMIC CODE
Design of base isolated buildings is not yet included in the Iranian Building National Regulations including the

'Iranian Code of Practice for Seismic Resistant Design of Buildings' (Standard 2800). Therefore, base isolation design

may require a special permission from the building code authorities of Iran, or alternatively, shall be done through

application of a valid foreign code provided that the seismic loading fulfils the requirements of the Standard 2800. It is

expected that the application of base isolators be included in the future revisions of the Iranian seismic code. This will

certainly encourage many builders to utilize base isolators in new constructions in the near future.

However, application of base isolators is included in the Iranian 'Instruction for Seismic Rehabilitation of Existing

Buildings'. This Instruction is basically adapted from Federal Emergency Management Agency and other relevant

publications. Nevertheless, no building is retrofitted using base isolators in Iran yet. This is mainly due to the fact that

this technology is just being introduced in the construction of new buildings and it may take some time till it can be

applied for retrofitting of existing buildings.

6 CONCLUSIONS
Base isolation application was finally adapted in Iran following the efforts of the earthquake engineering community.

However, production of these effective and useful devices is not started in Iran yet. As far as the raw materials and

human resources and expertise are concerned, they are available in the country. It may only require providing a testing

machine, if the prototype and production tests of isolators are going to be performed locally. Therefore, if a serious

attempt is made, it will be possible to start producing them in Iran as well.

Similar past experiences have shown that once the builders and general public are convinced that the use of base

isolators and other means of seismic control provide a much higher safety for their buildings against earthquakes, they

will undoubtedly start using them in a large scale. Current construction of buildings on base isolators is a big starting step.
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記念事業委員会 ― 6

日本免震構造協会創立15周年記念事業

このたび、日本免震構造協会創立15周年記念事業の一環として、「子ども絵画コンクール」を、
記念事業委員会のコンペ部会が担当しました。応募資格は、国内の小・中学生で、テーマは、「地
震のない未来、2050年のこんな家、こんなまちなみ、こんなくらし」。11月28日に、受付を終了
しました。ご応募、ありがとうございました。
69枚の素敵な絵の中から、審査会の結果、最優秀賞1名、優秀賞7名を決定させていただきました。

審査員
委員長 仙田　満（放送大学教授、こども環境学会会長）
委　員 礒田　幹（画家）

酒井　輝男（朝日学生新聞社編集部長兼編集長）
立道　郁生（明星大学教授、日本免震構造協会記念事業コンペ部会委員長）
手塚　貴晴（武蔵工業大学准教授）
平田　知之（筑波大学附属駒場中学校教諭）

審査結果　　「 」は作品テーマ
最優秀賞
「じしゃくの家」 徳山圭一郎君 港区立港南小学校3年生

優秀賞
「さばくの中の城」 疋野　隆也君 静岡市立中島小学校5年生
「空にいちばん近い城」 大野　洋生君 静岡市立中島小学校5年生
「緊急救命レスキュー隊出動！！」 東條　広大君 横浜市立黒須田小学校3年生
「ホッピングハウス」 芳沢佳央梨さん 鎌倉市立深沢小学校5年生
「どこへとんでいこうかな？」 小澤　優佳さん 朝霞市立朝霞第六小学校5年生
「木に守られた家」 山田　健斗君 本庄市立本庄東小学校1年生
「夢で見た家」 永野　佑佳さん 横浜市立すすき野中学校1年生

賞 ：優秀賞　賞状と副賞（1万円分の図書カード）
参加賞　応募者全員に1,500円分の図書カード

子ども絵画コンクールの結果発表
記念事業委員会
コンペ部会委員長　立道　郁生

審査の様子
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記念事業委員会 ― 6

総　評
日本免震構造協会15周年記念として協会主催で行われた子ども絵画コンクール「地震災害のな
い未来、2050年のこんな家、こんなまちなみ、こんなくらし」には69作品が応募された。内訳は
中学生が6作品、その他が小学生であった。
テーマを全体的にとらえた作品から「地震災害のない」あるいは「2050年の未来の家」という
点に重点をおいて表現した作品まで極めてバラエティーに富む作品が展開された。入賞したものは、
そのテーマの捉え方においてはバランスの良いもの、アイディアがおもしろく特長のあるもの、児
童絵画として色彩表現力が豊かなものが選定された。審査員は建築家2人、ジャーナリスト1人、
美術家1人、構造家1人、教師1人という構成であるため、選定評価も極めて多様であった。しか
しながら概ね高い評価を得た作品は集中した。応募された皆様のご努力に感謝したい。（仙田　満）

最優秀賞 「じしゃくの家」 徳山　圭一郎　君　　　港区立港南小学校3年生

選評：仙田　満
磁石の反発力を利用した家というそのアイディアがすばらしい。しかも屋上は緑化され、大木が植えられている。
色使いもよい。タッチも元気にあふれている。こんな家ができたら私も住みたいというような家だ。審査員全員
が高い評価をした作品である。最優秀賞、おめでとう。

優秀賞 「さばくの中の城」 疋野　隆也君　　静岡市立中島小学校5年生

選評：礒田　幹
疋野君は、このような絵をかくのが大好きに違いありません。想像が伸びやかで、絵を見る人もわくわくさせら
れます。俯瞰する構図を考えついたので、水路から荷揚げする船・工事現場で働く人たち、強固に積み上げた城
塞、2本の黄金色の尖塔等々、見所いっぱいにかけました。
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優秀賞 「空にいちばん近い城」 大野　洋生君　　静岡市立中島小学校5年生

選評：手塚　貴晴
大方の作品がサザエさん型の家やお城のイメージから逃れられていないのに対して、この絵は全てオリジナルで
ある。未来を予感するのが今回のテーマであるから、振り返らず前を向いて考えてもらいたい。この作品は見れ
ば見るほどストーリーが尽きない。迷路のように中をめぐる階段や素敵なバルコニー。本来構造というものはこ
れ見よがしに見せ付けるものではない。ふわふわと浮遊するイメージだけで十分なのではないのだろうか。

優秀賞 「緊急救命レスキュー隊出動！！」 東條　広大君　　横浜市立黒須田小学校3年生

選評：酒井　輝男
地震が起きたときに必要となる施設が一カ所に集まっています。地震そのものの発生を防ぐことは難しいが、地
震、食糧、保護の各センターや救命病院までそろっていれば、被害を少なくできるでしょう。空から飛行船が見
守ってくれるのも、市民の安心につながるでしょう。私たちも、この絵をよく見て地震が発生したときに何が必
要なのか、頭に入れておきたいものです。

記念事業委員会 ― 6
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優秀賞 「木に守られた家」 山田　健斗　君　　　本庄市立本庄東小学校1年生

選評：立道　郁生
大きな木は、地面にどっしり根を張っていて、地震が来ても大丈夫です。その木に守られているきみの家には、
2050年型の赤い自動車があり、木の中の階段を下りて行くのですね。家は未来的な家具や家事ロボット？に囲
まれて楽しそうです。地面の中と外のようすが一枚の絵の中にうまく表わされていてとても良いと感じました。
大きな木の全体は絵の中には描かれていないけれど、その大きさが見ている人に伝わるような絵です。

優秀賞 「夢で見た家」 永野　佑佳さん　　　横浜市立すすき野中学校1年生

選評：礒田　幹
夢では、いろんな花が咲き競っています。根も見事で太い根っこに支えられている家は、地震の心配は不要です。
赤い傘がひとつ見えますね。水の滴が傘に落下し、傘を伝わって地に吸い込まれ、蒸発した虹に帰る。そんな水
の循環の夢を見たのですね。

記念事業委員会 ― 6
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優秀賞 「ホッピングハウス」 芳沢　佳央梨さん　　鎌倉市立深沢小学校5年生

選評：酒井　輝男
家についている大きなばねで、地震があっても、みんなでホッピングしながら逃げられます。省エネなので環境
にもやさしいですね。周りにいるキリンやコアラ、ヒツジたちも安心しているのがわかります。
緑豊かな地域をゆうゆうとホッピングしながらまわっていく生活も楽しいでしょう。ただ、右上を飛んでいる

オートバイのような乗り物が、排気ガスをだしているのが気になりますね。

優秀賞 「どこへとんでいこうかな？」 小澤　優佳さん　朝霞市立朝霞第六小学5年生

選評：立道　郁生
空を飛んでいれば、地震は心配ありませんね。たぶん、いっしょに飛んでいる形の違う家はお友達の家だと思い
ます。とても楽しそうですね。見せたい自分の家をまんなかに大きく描いて、気持ちの伝わる絵です。本当に空
から見たように描かれている地上の人たちも、地震に強そうなドーム型の家に住んでいて、そういう生きかたも
幸せそうです。飛んでいる家に車輪がついているのも、よく考えられていてびっくりしました。

記念事業委員会 ― 6
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記念事業委員会 ― 7 見学講演会報告

1 はじめに
平成20年11月21日（金）、日本免震構造協会創立15

周年記念事業の一環である見学・講演会の第2回目

が北海道札幌市で開催されました。第1回目が今年

5月九州福岡市で行われたのに対して、気候が大き

く異なる地域の建物を見学する機会となりました。

見学させていただいた建物は、「札幌開発総合庁舎」

と「大成札幌ビル」です。2つの建物の見学後には、

北海道大学の菊地優准教授による特別講演会も開

催されました。小雪の舞う天候ではありましたが、

総計43名（本協会委員3名を含む）という大勢の方々

がこの見学会に参加しました。

2 札幌開発総合庁舎
本建物は、昭和38～40年に建設された既存庁舎

を居ながら免震改修する建物で、平成21年3月まで

の予定で工事が進められている。

免震化工事は、既存の地下1階を免震層として、

免震装置を柱頭に設置する「柱頭免震」で、免震

部材としては、天然ゴム積層ゴムアイソレータ8台、

鉛プラグ入り積層ゴムアイソレータ40台、合計48

台が使用されていました。柱切断時の柱軸力の受

け替えには、既存柱頭部新設梁補強躯体をPC鋼棒

で圧着し、柱圧着面との摩擦力により新設梁補強

躯体に伝達される柱軸力を仮支柱・油圧ジャッキ

で支持して軸力を受け替える工法を採用されてい

ました。見学会当日は、免震部材の設置は既に完

了していましたが、免震層を一回りし、設置状況

を見学しました。

3 大成札幌ビル
本建物は、「スーパーエコビル（Super Ecological

Building）」として環境に配慮した設備計画が特徴

的なコンセプトビルです。設備だけでなく構造計

画もユニークであり、免震構造ではありませんが、

札幌開発総合庁舎、大成札幌ビル

免震エンジニアリング
岩下敬三

写真1 札幌開発総合庁舎

写真2 免震層

表1 札幌開発総合庁舎　工事概要
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記念事業委員会 ― 7 見学講演会報告

5 おわりに
今回の見学会では、免震レトロフィット工事の

現場に加えて、免震構造ではありませんがユニー

クな制振建物を一度に見学することができ、大変

有益であったと思いました。また、菊地先生には

貴重なご講演をいただき大変勉強になりました。

ここに深く感謝の意を表します。

最後に、北海道開発局様、（株）久米設計様、伊

藤組土建（株）様、大成建設（株）様、ならびに今回

の見学・講演会にご協力、ご尽力いただきました

すべての関係者の皆様に厚く御礼申し上げます。

*1 大成建設（株）ホームページより

知的制振システムTASMO

（TAisei Smart suppression

system with MOnitor）と称

する制振構造が採用され

ていました。剛性の高い

壁柱の足元に設置された

オイルダンパーと、壁柱を

つなぐ境界梁を極低降伏

点鋼で地震のエネルギー

を吸収する構造になって

いました。この壁柱を外

周部に配置させることによって、スパン約19mの内

部を柱のない空間を作り出していました。吹き抜け

のオフィスフロアを通りながら、太陽光採光ミラー

などの環境設備や鋼材ダンパー、オイルダンパーを

見学させていただきました。参加者たちはこのビル

への関心は高く、質疑応答の時間には、多くの質問

が寄せられました。

4 特別講演会
見学会に引き続き、大成札幌ビル会議室をお借

りして、地元北海道大学の菊地優准教授による講

演会が開催されました。「免震構造の最新技術開発

トレンド」と題された講演は、菊地先生の日頃の

研究内容や成果を通して、現在免震構造が直面し

ている課題や設計・解析の新しいアプローチをご

紹介いただきました。特に、積層ゴムの力学モデ

ル、免震構造の非線形応答については非常に興味

深い内容でした。先生が提案されている積層ゴム

の並列多軸ばねモデルについては、本誌No.62の特

別寄稿（p.26～29）として掲載されているので参照さ

れることをお勧めします。

写真4 オイルダンパー

写真5 菊地先生による特別講演

写真3 大成札幌ビル

図1 TASMOの構造概念図＊1

表2 大成札幌ビル概要
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1 はじめに
入力地震動小委員会では、地震および地震動に関

する見識を深める目的で、不定期ではありますが、

各地の活断層および過去の地震跡などを視察し、同

時に当該断層および地震動に関する勉強会を開催し

ており、これまでに3回の視察を行いました。

今回は前3回と異なり、今も記憶に新しい『2008

年岩手・宮城内陸地震』の被害状況を視察しました。

この地震は、ほぼその一月前に発生した四川大地震

と同様に、大規模な地盤崩壊を伴う被害が目立つ内

陸型の大地震でした。

2 2008年岩手・宮城内陸地震の概要
2008年6月14日午前8時43分ごろ、東北地方で強い

地震があり、岩手県奥州市と宮城県栗原市で震度6

強、北海道から愛知県までの広い範囲で震度6弱か

ら1の揺れを観測しました。気象庁によると、震源

地は岩手県内陸南部で、震源の深さは8キロ、地震

の規模を示すマグニチュードは7.2とされています。

この地震の主な特徴は、①規模の大きな逆断層型

の内陸地震であること、②地盤崩壊による被害が目

立ったこと、③地表地震断層が出現したこと、④大

きな加速度を記録したこと、⑤その割に建物などの

被害が少なかったことなどがあげられます。

3 行　程
日　程：2008年11月13日～15日

参加者：瀬尾　委員長

井川委員、栗山委員、境委員、竹中委員、

中澤委員、仲林委員、野中委員、長谷川

委員、山崎委員、吉井委員

以上　計11名

以下、行程に沿ってその概要を示します。

4 栗原中央病院（免震建築）
完　　成　2002年7月開院

階　　数　地上5階　塔屋1階

建築面積　7,679m2

延べ面積：19,950m2

構　　造　鉄筋コンクリート造免震構造

免震装置　天然ゴム積層ゴム　　　　163基

鉛プラグ入り積層ゴム　　 20基

オイルダンパー　　　　　 70基

建物の見学は、総務課長の高橋正人氏に案内して

いただきました。建物の長辺方向の長さは100mを

2008年岩手・宮城内陸地震　被災状況調査

技術委員会　入力地震動小委員会　委員
安藤建設 野中康友

委員会報告

図1 震央分布図（気象庁資料より抜粋）

図2 栗原中央病院　免震層伏図
（建築センター頒布ビルディングレター資料より抜粋）

写真1 栗原中央病院　免震装置写真
（左：免震装置 右：オイルダンパー摺動痕）
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6 栗原市一迫総合支所
宮城県によって震度情報ネットワークを整備する

目的で設置された計測震度計ですが、設置状況に異

常はなく、また震度6強を記録した割に建物および

その周辺に目立った被害状況は確認できませんでし

た（写真5）。

7 荒砥沢ダム
宮城県栗原地方ダム総合事務所の狩野力氏に案内

していただきました（写真6）。
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越えています。建物外周部の一部に、周囲の地盤沈

下を伴う地盤振動により上下方向の位置が合わなく

なったためと思われる出入り口のエキスパンション

床部の破損が見られました。その他特に建物の損傷

は見受けられず十分に免震効果を発揮したものと思

われます。

建物両端部と中央の点検用入り口から免震層に入

り、免震装置の状況を確認した結果、免震層には全

体として異常は見られませんでした。次に写真1に

示すように、オイルダンパーの保護カバーを一部外

して確認した結果、既に報告［1］されているようにお

よそ100mm程度のダンパーの摺動痕と思われる跡が

確認されました。

また写真2に示すように、免震層両端部の積層ゴム

は中心に向かって僅かに傾斜しており、中央部の積層

ゴムにはほとんど傾斜が確認できなかったことから、

両端部の積層ゴムの変形は、地震後の残留変形ではな

く建物の乾燥収縮によるものと推察されました。

5 栗原市役所
震災直後に比べて掲示してある写真の点数は減った

ものの、未だ多くの被災状況写真が掲示されていました。

また、市の広報誌『くりはら』が震災当時のものから

現在まで揃っており、時系列的に復興の様子が把握で

き、震災当時から復興に至る過程の貴重な記録として

有意義な資料でした。（市のHPでも閲覧できます。）

写真2 免震装置の傾斜
（左：図2の①点 右：同②点）

写真3 栗原市役所　地震被害写真の展示状況

写真5 一迫総合支所の震度計とその周辺状況

写真6 説明を受ける一行と、荒砥沢ダム周辺道路の被害状況

写真4 被災直後に発行された市の広報誌『くりはら』
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今回の調査では、行く先々で山の斜面崩壊により

岩肌が大きく露出している風景や、道路の無数の地

割れを目にし、すさまじい自然の猛威を実感してい

たところへ、さらにこの地域における山体崩壊状況

は見るものを慄然とさせる迫力が感じられました。

荒砥沢ダムは、北上川水系迫川の支流である二迫

川の上流部にあるロックフィルダムであり、震央か

ら南南西へわずか十数キロメートルのところに位置

しています。地滑りの移動量は、長さ約1,400m、幅

810m、平均土層厚約55m、計6,700万m3程度であり、

崩落土砂の一部は荒砥沢ダム貯水池にまで流入した

とのお話でした。山頂の樹木が傾斜或いは横倒しに

なって、滑っていった状況がそのまま残されていま

した（写真7）。

文献［2］によれば、この地震の震源域には、新第三

系の堆積岩や栗駒火山の噴出物や凝灰岩・溶結凝灰

岩などの火砕岩が基盤岩として分布しており、荒砥

沢では、崩壊土砂に凝灰岩・溶結凝灰岩、泥岩が見

られ、また表層崩壊には風化した凝灰岩が多く見ら

れた、とあり、樹木の流出した山肌は全体に黄白色

を帯びていました。

8 柧木立トレンチ観察
一関市厳美町柧木立

はのきだち

地区において地表地震断層が

確認されており、極めて運が良く産業技術総合研究

所活断層研究センターで行われているトレンチ調査

に立会う機会を得ることができました。

現地では、同センターの丸山正氏に説明を頂きま

した。この地震で生じた地表地震断層は、余震域の

東縁に沿うようにほぼ直線に分布し、多くは北西側

上がりですが、一部に南東側上がりもあり、バック

スラスト（副次的な断層で、共役断層とも称される）

であると考えられています。このトレンチ調査は柧

木立地区に生じたバックスラスト部で行われたもの

です（写真8）。

写真9では、地盤の隆起によってもたらされた樹

木の倒れの様子（写真上部左端）、田圃の隆起、変形

（撓曲）の状況が一枚の写真に収められており、東側

隆起の断層の状況が良く分かります。

トレンチ壁面内には、今回の地震に伴う地面の変

形（撓曲）の下に明瞭な断層が認められます。

写真10は、トレンチの北側からみた断層面であり、

およそ50cm程度のずれが観察されます。岩盤の色の

違いは酸化の程度の違いによるとのことでした。

57委員会報告

写真7 荒砥沢ダムの山体崩壊の状況

写真9 南西側から見たトレンチ
（活断層研究センターの丸山氏に提供いただきました）

写真8 柧木立地区におけるトレンチ調査位置
（名古屋大学環境学研究科地震火山・防災研究センター

ホームページ掲載資料より抜粋）

055-059委員会報告_栗原.qxd  09.2.13 11:08 AM  ページ 57



9 矢櫃ダム
地震発生直後には、NHKで画像が盛んに流され

ていた場所です。ダム自体は健全だと思われました

が、ダムに架かる旧道橋の倒壊（写真11）や、荒砥沢

ダムほど大規模ではないものの斜面崩壊の被害が見

られました。

10 KiK-net 岩手 一 関西（IWTH25）の状況
この地で加速度3成分の合成で4.0G、上下動成分

だけでも3.9Gが記録されました。事前には、地震計

基礎が浮き上がったのではないかとも予想されてい

ましたが、観測小屋周辺の外観にも異常は認められ

なかったためこの点の明確な確認はできませんでし

た（写真12）。

この記録に関しては、防災科学技術研究所より10

月31日付で、表層地盤がトランポリンのように振舞

うと解釈することで説明が可能であるとの発表がな

されていました。

観測小屋近くの休憩所（写真13）は、柱脚部の抜出

しや柱の傾斜、一部の梁が落下する被害が見られまし

たが、その脇の建物（トイレ）は壁が多く無被害でした。

11 祭畤大橋
一関と秋田県とを結ぶ国道342号に架かる橋で、

震央のすぐ近くに位置しており、地盤の移動に伴い

橋脚や橋台に大きな変位が生じて崩落に至ったとさ

れています。写真14は一関側から見た祭畤
まつるべ

大橋です。

写真左は祭畤大橋に至る道路の上に交差して架かる

槻木
つきのき

平橋の上から撮影したものです。槻木平橋の橋

脚部は免震支承であり、道路と直交方向にズレて変

形止めに衝突した跡が残っていました（写真15）。

写真16の左は、一関市より通行許可証を得て、こ

の祭畤大橋を秋田県側からも見たものです。同右は

秋田県側から橋に向かう道路の状況ですが、激しい

凹凸を伴って著しく破壊しています。

途中で立寄った墓地では、倒れたお墓の復旧が進

んでいましたが、転倒防止対策としてホゾが施されて
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写真11 矢櫃ダムにかかる旧道橋の倒壊

写真12 KiK-net 一関西（IWTH25）観測小屋

写真13 観測小屋近くの休憩所

写真14 一関側から見た祭畤大橋の崩落状況

写真10 北側から見た断層面
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12 まとめ
岩手・宮城内陸地震は、強震観測点の一部に表面

波によるやや長周期成分が見られるものの［3］、全体

としては短周期の卓越する地震でした。このため建

物の被害は限定的であり、改めて入力地震動と建物

応答について考えさせられた3日間でした。

最後に、現地において案内して頂いた皆様に、こ

の場を借りて心より感謝の意を表します。

【参考文献等】

［1］日経アーキテクチャー　2008-7-14 pp.40-41

［2］森伸一郎、他：2008年度日本地震工学会大会梗概集2008 年岩

手・宮城内陸地震における斜面災害と地表地震断層の関係

［3］建設省建築研究所　HP掲載資料：「平成20年（2008年）岩手・

宮城内陸地震」の報告
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おり、この地方独自の形式と思われました（写真17）。

またこの国道沿いの磐井川には両岸の土砂崩壊に

よって生じた堰止湖が数箇所あり、写真18はそうし

た堰止湖の一つで施工された排水路周辺を撮影した

ものです。

写真15 槻木平橋の免震支承

写真17 ホゾ付のお墓

写真18 堰止湖の排水路

写真16 秋田県側から見た祭畤大橋と、道路の被害状況
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1 はじめに
中国南京理工大学、日本免震構造協会および独立行

政法人建築研究所の主催により、標記のワークショッ

プが、平成20年11月18日（火）～20日（木）に、中国・

南京市において開催された。本ワークショップは、

国際委員会が事務局を担当するCIB（建築研究国際

協議会）のW114委員会「地震工学と建築」の活動の

一環として開催されたものである。会議では、中国

の四川大地震や日本の岩手・宮城内陸地震などの最

近の地震被害を受けて、地震災害軽減のための建築

物の免震・制振技術の開発と普及に関する協議が行

われた。会議には、中国、日本、米国、台湾から、

約50名の参加者があった。

2 ワークショップ概要
最初に、南京理工大学Weimin Sun副学長、江蘇省

Xuejun Xu建設局長、日本免震構造協会の西川孝夫

会長から、開会の挨拶がなされた。その後、会議1

日目には、日本、台湾、米国からの発表講演が、2

日目には中国からの発表講演がなされた。また、2

日間とも発表講演のあとに討議の時間が設けられ、

解決すべき課題について活発な意見交換が行われ

た。表1に講演者と講演タイトルを示す。

国際ワークショップ「地震災害軽減の
ための建築物の免震・制振技術」開催

国際委員会　委員長
建築研究所　斉藤大樹

委員会報告

表1 講演者および講演タイトル
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下応答を低減する3次元免震の必要性が指摘された。

2日間に渡る討議を受けて、ワークショップの合

意事項が以下のように取りまとめられた。

①費用対効果に関して

－免制振建築物の有効性を示すためにも、費用

対効果に関する研究を推進すべきである。

－建築主に対して地震時の性能レベルと費用を

メニューとして提示することが必要である。

②超高層建築物の免震化について

－入力地震動の長周期成分についての配慮が必

要である。

－地震荷重だけでなく、風荷重への配慮が必要

である。とくに、風荷重の静的成分に対して

は免震層の残留変形の制御設計が必要である。

－上部構造の固有周期やアスペクト比の制限に

ついて、留意が必要である。

③建築物の上下応答の制御について

－免震建築物の上下応答のメカニズムについて

研究が必要である。とくに直下型の地震動に

対しては、上下動の影響は無視できない。

－上下動を考慮した免震装置の引き抜きや基礎

の設計法を確立すべきである。

－水平・上下応答を低減できる3次元免震装置の

開発が重要である。このとき、装置を固定す

るアンカーの設計に配慮が必要である。

④免制振建築物の教育・普及について

－啓蒙ビデオ、模型（おもちゃ）、冊子などを作

成する資金の確保が重要である。

－免震・制振建築物と一般建築物の挙動の比較

を振動台実験で行うことが有効である。

－設計会社、建設会社などの実務技術者の参加

が重要である。

⑤基準・性能確認制度について

－普及のためには簡易な性能設計手法の開発が

必要である。

－装置の認定方法の整備が必要である。

⑥国際協力について

－ベンチマークを用いた設計法の国際比較に各

国が協力する。

－免制振建築物および装置のデータベース作成

に各国が協力する。

⑦中国四川地震の教訓

－地震に対する人命と財産の保護のためにも免

震建築物の普及が急務である。

－施工ミスを防止し、適切な維持管理を行うため
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米国ユタ大学のRyan教授からは、米国における免

震・制振建築物の事例として、ユタ州の議会建物や

病院建物、中間層免震による既存建物の増築などの

事例が紹介された。また、EPS社の3重振り子免震装

置（Triple Pendulum）の実験研究や、NSF（米国科学財

団）の研究開発プロジェクトNEES-TIPS（Tools to

facilitate widespread use of Isolation and Protective

Systems）の概要が説明された。プロジェクトは、米

国における免震建築物の普及を目的としており、ベ

ンチマーク建物を用いた費用対効果に関する研究、

建築物の性能表示システムや簡易設計法の開発など

が行われている。詳しくはNEES-TIPSのWebサイト

（http://www.neng.usu.edu/cee/faculty/kryan/NEESTIPS/）

を参考にされたい。今後、W114の活動と連携を図

ることが合意された。

蘭州理工大学のDu教授からは、四川地震の震源

から約100kmの霧都（Wudu）に建つ3棟の免震建築物

の挙動について報告がなされた。3棟とも同じ敷地

内に建つ、1999年に建設された6階建てのレンガ造

建築物であり、用途は集合住宅である。地表では

190ガル（cm/sec2）の加速度が観測されており、霧都

の烈度は8である。レンガ造建築物の多くが中破以

上の被害を受ける中で、これらの免震建築物は構造

的には無被害であった。中国で免震建築物が大地震

を経験し、その効果が確かめられた貴重な事例であ

る。ただし、免震層と上部建物の接続部分において

配管が変形に追従できずに損傷したことや、本来ク

リアランスを確保すべき玄関部分が施工ミスで完全

に塞がれており一部が破壊されたことなどの問題が

発生した。免震建築物であることを現場の施工担当

者が理解していないために、こうした問題が発生し

たのではないかというのがDu教授の意見である。

日本側の発表内容のうち、超高層免震建築物につ

いては、建物の高層化に伴い、地震だけでなく風荷

重の影響が大きくなること、それによって残留変形

が問題になるのではないか、などの意見が出された。

現在の中国の耐震基準では、免震構造を採用する場

合には上部建物の基礎固定時の固有周期を原則とし

て1秒未満とすることが義務付けられており、それ

が免震建築物の超高層化を阻害しているという意見

があった。広州大学のZhou教授から、現在、基準の

改正作業を進めており、固有周期の制限をなくす代

わりにアスペクト比に制限を設けることを検討して

いるとの情報があった。また、岩手・宮城内陸地震

の被害報告に関しては、極めて大きな上下地震動が

観測されたことから、建物の水平応答だけでなく上
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重をメガコラムとコア壁に負担させている。90階に

は可動質量150tの制振装置（アクティブ多段式振り

子）2台を設置している。この制振装置は風揺れの低

減を目的とするもので、制振がない場合の減衰定数

0.5%を、見かけ上5%まで増加させることができる

との説明があった。

4 まとめ
中国では、四川地震を受けて、免震建築物が注目

を集めており、成都で40数万平方メートルの高層免

震住宅区が設計されたという情報もある。米国でも、

免震建築物の普及を目的とするプロジェクトが開始

されている。普及には、個々の技術開発とは別に組

織的な取り組みや制度の確立が不可欠であり、その

点、日本の取り組みには一日の長があると言える。

最後に、本会議の開催に尽力された南京理工大学

のLiu教授を始めとする方々に感謝する。
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に、免震であることを表示した案内板を設置す

べきである。

⑧今後の予定

－ 2009年9月16日～18日：日本免震構造協会15周

年国際ワークショップ（日本、東京）

－ 2009年11月17日～21日：第11回世界免震・制

振セミナー（中国、広州）

－ 2010年5月10日～13日：CIB世界会議2010

3 その他
会議に先立ち、10月25日にオープンした上海環球

金融中心（上海ワールドフィナンシャルセンター、

地上101階、高さ492m）を視察した。視察に当たっ

ては、上海環球金融中心（株）の萩野谷氏（Project

Director）、方氏（Manager）に案内をして頂いた。上

海環球金融中心は、メガコラム、メガダイアゴナル、

ベルトトラスで構成されており、12層ごとに鉛直荷

写真1 第3回CIB/W114会議「地震災害軽減のための建築物の免震・制振技術」

写真2 上海環球金融中心の模型 写真3 制振装置の模型
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1 概要
普及委員会社会環境部会は2008年度の活動の一つとして、免震に繋がる団体、組織の取り組み内容の紹介

をしながら交流を拡げることを挙げている。外の環境に視野を広げて御意見を拝聴し、少しでも免震の普及、

活性化に繋げることが主な目的である。その第一弾として、（株）日本政策投資銀行の公共ソリューション部

を訪問、推進されている防災格付融資に関しての取材を申し出、了承された。防災格付融資とは、企業の防

災投資を低利で融資し、企業の防災体制の強化を促進するというものである。本内容は、その御説明内容お

よびその間の質疑回答を纏めた。防災、事業継続計画という視点から入り、耐震、制震、免震という日本免

震構造協会のテーマに焦点を当てる対話展開とした。

○訪問概要

・日時：平成20年12月18日（木）10時～11時10分

・場所：（株）日本政策投資銀行本店　7階応接室

・出席者（敬称略）

（株）日本政策投資銀行　公共ソリューション部　CSR支援室：野田室長、伊藤調査役

（社）日本免震構造協会　普及委員会　社会環境部会：久野委員長、諏訪、川島、平野各委員

・配布資料：DBJ防災格付融資

・活動内容

（株）日本政策投資銀行（以下DBJ）を訪問、防災格付融資に関する取材

DBJ（（株）日本政策投資銀行）防災格付融資制度

普及委員会　社会環境部会　委員
竹中工務店　平野範彰

委員会報告

写真1 取材風景（日本政策投資銀行　7階応接室にて）
左・野田室長、伊藤調査役　右・日本免震構造協会　平野、久野委員長、諏訪　撮影・川島
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2 日本企業の防災への取り組み支援
DBJは企業の防災への取り組みに関する特別調査を実施している。ここ3ヵ年の取り組み推移（共通702社）

を表1に示す。「事業継続計画を含む防災計画を策定済みである」という企業は伸び悩んでいるが、「特に防災

関連の計画はない」という企業は2/3に減少している。全体として積極的に取り組んでいる割合はそれ程伸び

ていないが、少なくともBCPに対する理解は進んできているものと思われる。BCPをより必要とする製造業

が非製造業と比較して、どちらかというと取り組みに消極的であるという興味深い結果もでている。ここで

いう「防災に対する取り組み」とは、「事業継続計画（BCP）そのものを推進すること」にある。BCP概念図と社

会の動向を図1に載せた。

DBJはこのような調査と同時期に内閣府で公表された事業継続ガイドラインを受けた「防災に対する企業の

取り組み」を主に活用し、独自で防災力をチェック、高評価の企業には、低利で防災対策資金を融資するとい

う支援制度を策定、実施している。

図1 BCP 概念と社会動向

表1 3ヵ年の取り組み推移
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企業の防災力強化は国レベルの施策であり、本制度は平成17年度に制定された事業継続ガイドラインを促

進する最も有効かつ具体的な方策といえる。（図-2参照）

3 DBJ防災格付融資と防災に対する企業の取り組み
（1）融資企業

DBJ防災格付融資は、平成18年度に発足し、平成20年12月に到るまで13社約102億円（公表の了解を得ているも

の）の融資実績がある（表2参照）。尚、防災格付融資を受けたこの13社全てが話題になり、関連記事が新聞に掲

載されたということである。新聞に載る企業としてのPR効果は計り知れない。制度を取り入れると言うことが

企業のイメージアップにも繋がり、某倉庫業種企業は、この融資を受けることを公表後、株価の上昇がみられ

た。免震投資物件への適用も不動産業種企業で試みられている。また大規模なデータセンターそのものを有す

る企業では、総合的なBCPをバックアップしたということで、20億円の融資を受けた。

65委員会報告

図2 企業防災力の必要性

表2 融資企業事例
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（2）「防災に対する企業の取り組み」に関して

防災格付融資の評価基準である「防災に対する企業の取り組み」を中心に要点を記す。制度概要と取り組

み自己評価項目表、評価の考え方を図3～6に示す。

評価は、格付の大項目12項目で構成されその項目が、細分化され、全てで64項目となっている。また、図3

制度概要で示すように、大項目は「優れている」と「特に優れている」の2段階とし、その中で6項目毎に大き

く分割されている。各項目や分野でハードルを設けた上、合格項目数で評価するシステムとなっている。取り

組みが「優れている」を満足した場合、特別金利Ⅰが適用され、その上の「特に優れている」を満足した場合、

特別金利Ⅱが適用される。「図6 評価の考え方（2）」に示している様に両者は全く分離されたものでなく、特

別金利Ⅰの項目の発展形がⅡの項目となる。「図5 評価の考え方（1）」で示されるように防災に関する広さと

深さを表現したマトリックス表が64項目作成されている。提示されたマトリックス表ではランク3が合格ライ

ンとされているが、緩和措置でランク3を満足しなくとも合格というものもある。また、評価項目は内閣府で

作成された項目にDBJ独自の項目が通知され構成されている。

（3）免震構造の評価

「防災に対する企業の取り組み」自己評価項目の1項目が免震構造に関係する項目である（表3参照）。但し、

高度な耐震技術の導入は免震、制震に限定されるものではない。例えば、重要拠点のみ免震を導入、他は地震

発生確率とその大きさによる地震危険度、事業中断影響度によって、建物強度の向上により耐震グレードを調

整する等の対策もBCPの内容に含まれる。また、現状では免震でなくとも、融資を今後の免震構造の採用に活

用する等も問題ないとのことである。免震構造を採用する事の防災力の向上は単に64項目の1項目に限定され

るものではない。免震を中核においた企業全体のBCPの策定は今後、普及させたい取り組みである。

表3 Ⅱ-b-6 高度な耐震技術の導入

図3 防災格付融資制度概要
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図4 「防災に対する企業の取り組み」自己評価項目表

図5 評価の考え方（1）
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（4）融資対象資金範囲と融資フロー

融資対象資金の範囲、対象事業例を表4に示すが、他に以下の項目を確認した。

a）企業の業種・規模に制限されない。

b）防災への有効な投資全体にハード、ソフト問わず幅広く適用する。

c）1事業所ではなく、企業全体の事業継続を評価する。

d）融資金額の上下限はない。

図6 評価の考え方（2）

表4 融資対象資金の範囲
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DBJ防災格付融資のフローを図7に示す。融資限度額はないが、財務審査はある。防災対応評価は公共ソリュー

ション部CSR支援室で評価、財務審査は担当業務部等で審査、総合的な判断により融資条件が決定される。

4 結　－技術分野からの今後の期待－
DBJ防災格付融資は、内閣府の「防災に対する企業の取り組み」自己評価項目に拠っており、一部、DBJ独

自の項目が加えられている。今後、融資先の環境、実情に適合させたDBJ独自領域は拡大させていくとのこと

である。現在でも地域係数を考慮し、防災備蓄食糧に関しては、地域別のリスクを勘案する等の工夫を行って

いる。このような項目をより進展させれば、例えば我田引水ながら地震の脅威分布と耐震・免震種別の相関と

いう具体的項目を盛り込むことも全く有り得ないことでもない。総合的な設備投資計画の中で、企業の施設に

免震を含む高耐震化を図ることは防災の柱であり、評価項目に、より一層の迫力を持たせることとなる。

最近、生産施設でも免震構造が採用されるようになった。今後の免震普及は製造業への導入がBCPと絡まっ

て進展する兆しを見せている。確かに日本の製造業もサブプライム問題から端を発した世界的不況により、

業績が大きく揺らいでいる。しかし、微々たる防災投資をこれ以上減少させることは、大きな目でみて日本

にとっても得策とはいえない。

野田室長の最後の御言葉によって本稿を括りたい。「取引先に迷惑を掛けずに納品出来ますといえることが

企業の信用、コンプライアンスの向上に繋がります。サプライチェーンを破綻させない事が重要で、企業の

大小に関らず社会全体に損失を及ぼすような事態は極力回避する必要がありますし、事前にそのような状況

を回避するのが我々の努めです。」

－以上－

参考図書・資料
1）表1 企業の防災への取り組みに関する特別調査平成20年　8月19日　日本政策投資銀行

2）図1 日本政策投資銀行　　HP資料

3）表3 内閣府「防災に対する企業の取り組み（第二版）」抜粋

4）その他　DBJ防災格付融資制度　～防災・減災にむけた新たなアプローチ～　訪問時の日本政策投資銀行　資料

＊文中、敬語、敬称を略させて頂きましたことをお許し下さい。

図7 DBJ防災格付融資のフロー
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講習会報告

1 はじめに
JSSIとCERA建築構造設計の共催で、地方への普

及を目的として免震セミナーを開催しております。

これまでに平成17年10月第1回埼玉から平成20年11

月第12回神戸を実施しております。本報告は、「第

11回免震セミナー in京都」、「第12回免震セミナー

in神戸」について開催記録を報告いたします。日時、

会場は下記の通りです。

第11回

日時：2008年11月22日（土）10：00～16：50

会場：京都会館（2階　第5会議室）

第12回

日時：2008年11月23日（日）10：00～16：50

会場：コミスタ神戸（神戸市生涯学習センター）

（3階　第306会議室）

会場とした京都会館は、平安神宮の山門近くに

あり岡崎公園、京都市美術館、みやこめっせなど

古い建物と近代建築に囲まれた閑静で歴史を感じ

る所でした。一方、コミスタ神戸は、古くなった

小学校の教室を用いた会議室で、隣室を午前は子

供の空手教室、午後は地域の子ども会の会合で使

用されており、地域ならではの会場でした。今回

も開催県下の構造設計事務所を中心に京都10名、

神戸9名の参加を頂きました。

2 セミナー概要
プログラムはこれまでと同じですが、今回はこ

れまでの内容を構造設計の手順で説明したテキス

トにまとめたものを用いました。特に、免震構造

を計画する時点でポイントとなる点を私の経験談

を交えてまとめました。今までは図やグラフをプ

ロジェクターで映し、説明を口頭で行うスタイル

をとって来ましたが、短時間で理解し難い点が多

いことから、後で読んで理解できることを目的と

しました。さらに、設計手順では、例題建物を用

いた告示2009号第六の計算による計算書と時刻歴

振動解析による応答計算書を併記させて、それぞ

れの計算のポイントと相違点について説明を行い

ました。特に、告示2009号第六の計算書では表層

地盤の水平せん断剛性の非線形性を考慮した増幅

率Gsの計算を除いて、すべて手計算で計算値が確

認できるものとしました。トレーストレーニング

で複雑な計算と用語に慣れ、設計への意欲を高め

て頂くことを目的としました。

以下に、今回のテキスト（全110ページ）の目次を

紹介させて頂きます。

「免震構造設計ノート　Ver.1.0」

目次

第 1話　免震建築の特徴を周知しよう

第 2話　まず確認しよう

第 3話　基本設計に入る

第 4話　免震層を設計しよう

第 5話　地震・風応答を予測しよう

第 6話　目標耐震性能を設定しよう

第 7話　設計手続きを決定しよう

第 8話　地震応答解析をしよう

第 9話　上部構造を設計しよう

第10話　免震部材の変形・付加応力を確認し

よう

第11話　下部構造を設計しよう

第12話　目標耐震性能の確認を行う

第13話　製品・施工管理計画、維持管理計画

をたてる

第14話　設計図書をまとめよう

付録

付－1．免震構造の歴史

付－2．設計例の紹介：RC造共同住宅

付－3．アンカーボルトの設計（ゴム協会の例）

付－4．免震部材特記仕様書例

なお、今回も下記の協賛会社によるアピールを兼

ねた免震に関する技術紹介の協力をして頂きまし

た。下記の写真に会場とその様子を示します。

①昭和電線デイバイステクノロジー（株）（山添氏）

：免震部材の製造方法について

（株）免震テクノサービス（古畑氏）

：維持管理の現状と重要性について

②ユニオンシステム（株）（和泉氏）

：告示計算による計算プログラムの実演

③岡部（株）（横山氏）

：戸建免震建物の実大振動実験と施工について

免震セミナーin京都・神戸
CERA建築構造設計

世良　信次
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4 今後の予定
今後の予定として、青森・札幌、高松・松山な

どを予定しておりますが、横浜・埼玉での聴講者

の方から凱旋するように励ましのことばを頂き、

2009年1年間は、主に23区を中心に免震建築の設計

を経験されていない設計技術者を対象として開催

いたします。

謝辞

各講師の方々をはじめJSSIの事務局、協賛会社の

方々には、毎回ご協力いただき御礼申し上げます。

また今回から（株）NTTファシリティーズ、（株）NTT

データの協賛を頂いております。

3 今回の反省
今回の講習内容を省みて、今後は免震構造建物の

デザインのポイントをより分かり易くするため、図

表の説明文をコンパクトな表現とし、手計算で説明

できない部分も模式図で説明できるようにグレード

アップをしようと考えています。

なお、帰宅後、聴講者の（有）三城設計の方から

下記の励まされるメールを頂き、今回のセミナー

の目標が達成できたと感じました。

「11/22のセミナーありがとうございました。短い

時間の中で、多くの内容を伝えるべく御苦労なさ

れていたことが伺えました。私としては貴重なセ

ミナーであり、この機会を大事にしていきたいで

す。まずはお礼まで」

写真1 京都会場の様子 写真2 神戸会場の様子
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平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
減衰材。

適用範囲性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

ディスクダンパー
（特研式摩擦皿ばね
支承）

申請者

特殊構工法計画研究所
川口金属工業

08002
（H20.9.5）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

OKABE・KAWAGUCHI
球体免震支承
TYPE01（改）

岡部
08003

（H20.8.6）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

免震すべり支承マルチベ
ース（KMB－FU－SUSP）
引抜対応型剛すべり支承

川口金属工業
08004

（H20.10.9）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

東京ファブリック工
業（株）式　角型すべ
り支承（積層タイプ）

東京ファブリック工業
東京ファブリック化工

08005
（H20.10.7）

JSSI-材評-
（完了年月日）

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）

を受け、性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ

行っております。

ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を

完了し、申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建
築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免
震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令
第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60ｍを超え
る超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分） 原則として毎月第2水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇性能評価委員会
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　　章（東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸（東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海（東京大学） 副委員長 山　峯夫（福岡大学）

山崎　真司（首都大学東京） 委員 曽田五月也（早稲田大学）
委員 大川　　出（建築研究所） 西村　　功（武蔵工業大学）

島 和司（神奈川大学） 山崎　真司（首都大学東京）
瀬尾　和大（東京工業大学）
曽田五月也（早稲田大学）
田才　　晃（横浜国立大学）
中井　正一（千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL:http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

材料性能評価
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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委 員 会 の 動 き 評価のためのモデル化につい

て部材WGに検討を依頼した。

2）免震部材各社の取り組みのレ

ビューと今後の作業のポイン

トなる点の明確化、例えば、

クリープを生じ始める荷重条

件、変位増大の臨界点と熱

（温度）との関係、残留変形の

計測等について検討している。

3）「設計指針の構成案」を更新

した。

施工部会
委員長　原田　直哉

2009年度に予定しているJSSI免

震構造施工標準の改訂に向けて、

現標準の各章の見直しを終了、各

委員で作業分担し、最終原稿を執

筆している。今春には、写真、図

を含めた全体構成まで終了する予

定である。

免震部材部会
委員長　 山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　 山　峯夫

アイソレータ小委員会では、免

震構造の最新の知見を盛り込んだ

「免震部材と免震設計入門（仮題）」

の刊行にむけて活動を行ってい

る。各章ごとに担当者を決めて、

原稿の執筆を行っているところで

ある。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

アイソレータ小委員会と連携を

取りながら進めることとなった

「免震部材と免震設計」に関する

ダンパーの原稿作成及びダンパー

接合部・取付方法の検討・オイル

ダンパーの耐火性能について審議

している。

免震設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　藤森　智

「免震装置の接合部・取り付け

躯体の設計指針」について加筆修

正の上、最終版として協会に提出

した。地盤増幅特性を簡便的に求

めるための応答スペクトル包括ラ

インの設定方法を継続して検討中

である。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

4月開催予定の第5回技術報告

会に向けて現状における入力地

震動の考え方を整理しようとし

ている。11月には6月14日に発生

した2008年岩手・宮城内陸地震

の被災現場を視察し、震源域で

の被害状況と強震記録との関係

を身をもって確認した。12月に

は日本建築学会で開催された入

力地震動関係のシンポジウムに

積極的に参加した。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

「粘性減衰型ダンパーを用いた

免震建物の包絡解析法による、簡

易な検証ツールの開発または設計

資料の作成」の可能性について、

種々の地震波における弾塑性応答

スペクトル及びエネルギースペク

トル等を作成し、固有周期3～5秒

を対象とした応答値とダンパーに

関するパラメータ選定の検討作業

を開始した。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

1）風応答波形の例を作成し（応

答変位・剪断力の時刻歴波形、

変位－剪断力関係、変位レイ

ンフロー振幅分布等々）、性能

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、10/7、12/16に

開催した。会員動向、収支状況を

確認したほか、普及活動、記念事

業等の進捗についても確認した。

公益法人改革が施行され、本会は

自動的に特例法人となった。今後

は、一般社団法人となるために必

要な改革を整備することから始め

ることとし、2月の理事会に方針

を提案することとした。

技術委員会
委員長　和田　章

免震構造の問題に限らず、どの

ような構造技術でもその進歩に伴

い、新しい問題が次々と出てくる

が、これを一つずつ解決してより

良い設計、より良い施工に向けて

努力するのが我々の役割である。

ただ、一人一人のエンジニアの力

には限界があり、すべてを一人の

力で掘り下げて、全体を把握して

いくことは難しい。本協会や日本

建築学会などの研究会に参加し

て、それぞれの得意分野、不得意

分野に取組んで一つでも未解明の

部分を解決し、会誌、論文、報告

書のかたちで発表していくことに

意味がある。今までの知見では正

しいと考えていたことが、これら

の研究の結果で部分的に否定され

ることもある。大きな災害や事故

の発生する前に、このようなこと

に気付けば、良かったと考えなけ

ればならない。会社の枠を越えて、

新しい知見が多くの関係者や具体

的な建築物に役立てられる必要が

ある。以下に、各分科会の委員長

より活動報告を示す。
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応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●パッシブ制振評価小委員会・

制振部材品質基準小委員会合同

制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

制振部材の特性を共通評価する

ために共通理論モデルによる定式

化の検討を行なってきたが、実務

的には困難であり、またモデル化

誤差の影響も大きいことが判明し

たため、共通のベンチマークにお

ける代表的な性能を比較できるよ

うに資料収集を行なうことにした。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

オイルダンパーの耐火実験を実

施（総務省消防研究センターにて）。

すべり系装置の耐火構造認定条件

の検討を継続。認定取得に対する

標準試験体の検討を継続。耐火設

計ガイドラインの執筆開始。

「免震建物の建築・設備
標準」作成WG

主査　森高　英夫

2001年に同標準が発刊されてか

ら7年が経過したため、内容を見直

すとともに最新の情報・技術を盛

り込んで改訂することにした。主

な内容としては、実施例が増加し

ている中間階免震層廻りの設備、

EVおよびEXP.Jの納まり等の記載

を充実させる。また、施工部会お

よび防耐火部会の成果等も反映さ

せる。現在、1回/月のペースで審

議を重ね、2009年6月の総会での改

訂案公表に向けて作業中である。

「設計基準」作成WG
主査　北村　佳久

「時刻歴応答解析による免震建

築物の設計基準・同マニュアル及

び設計例」を出版してから約3年が

経過しているため、最新の知見を

取り入れた改定作業を行っている。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

戸建住宅部会では既に取組んで

いるが、耐震強度偽装事件の再発

防止を主眼とした改正基準法も整

備の必要も出てきており、免震構

造に関する部分も「建築基準整備

促進補助事業」になったので今後

の動きに期待したい。

各部会は下記のように記念事業

の一部を分担するなど、それぞれ

頑張って免震構造の普及に努力し

ている。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、1月21

日（水）に開催されました。2月20

日発行予定の会誌63号の進行状

況、次の64号の内容及び執筆依頼

について検討しました。

創立15周年記念事業の第二回記

念見学講演会が札幌で開催され、

寒い中43名の出席があり好評であっ

たと報告された。また、今後の免

震関連書籍の改訂作業状況、4月

23日に第5回技術報告会が開催さ

れる事も報告された。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

12月2日に第15回委員会を開催。

12月18日に（株）日本政策投資銀行

を訪問し「防災格付」について説

明を受ける。今後、「MENSHIN」

で、免震構造の普及に向けた制度

として紹介する。10月8日「危機

管理産業展（ビッグサイト）」、11

月6日「震災対策展（仙台）」で「地

震リスクを低減する免震構造」等

の題で講演を行った。

戸建住宅部会
委員長　中澤　昭伸

当部会の免震住宅推進WG（飯

場主査）において、10/31と12/3の2

回にわたり告示免震で設計を行う

にあたっての技術的な問題の内容

について、話し合いを行った。内

容については前回号と同じであり、

工学的基盤の傾斜の規定に対する

問題、地震力の増幅率の問題など

について検討している。検討内容

については、JSSI設計部会の協力

を得てまとめの段階に入っている。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

国際委員会では、第14回世界地

震工学会議（中国・北京）の期間

中に「免制振建物の普及促進」と

題する打合せ会を開催し、各国の

免制振技術の状況、これからの技

術協力、本の出版計画などについ

て議論を行った。また、11月18日

～20日には、中国・南京において

「地震災害軽減のための免制振技

術に関する国際ワークショップ」

を開催した。現在、今年の9月に

東京で開催する15周年事業国際シ

ンポジウムの準備を進めている。

表彰委員会
委員長　河村　壮一

第10回（2009年）表彰委員会の

第一回会合が2008年12月19日に

開かれた。

委員は新に委員長に就任した河

村壮一（大成建設、留任）のほか、

江本正和（松田平田設計、新任）、

北村春幸（東京理科大、留任）、木

林長仁（竹中工務店、新任）、小泉

雅生（首都大学東京、新任）、小堀

徹（日建設計、新任）、中埜良昭（東

京大学、新任）、平島寛（日経BP社、

留任）の各氏（敬称略）である。

このたびの第10回日本免震構造
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うち163名、昨年度対象者9名が更

新を行った。

なお、今年度は1月24日（土）に

『免震建物点検技術者講習・試験』

（会場：砂防会館別館）が予定さ

れており、181名の受験申込を受

け付けている。

維持管理委員会
委員長　沢田　研自

第3四半期から第4四半期は、昨

年に引き続き財団法人住宅保証機

構からの委託業務「住宅瑕疵担保

履行法に基づく住宅瑕疵担保責任

保険引受けに必要な「免震建築物」

に係る現場審査方法等の検討」に

ついて、平成21年秋以降に引き渡

す住宅から適用されることとなっ

ており、より使いやすいマニュア

ルにすべく見直し中です。

維持管理委員会は、しばらく休

止しておりましたが、維持管理基

準の見直し、最近のコンプライア

ンスの問題と維持管理の関わり方

など幾つかの解決すべき問題点が

顕在化してきており、それらを整

理すべく活動を開始することとし

ています。

記念事業委員会
委員長　川口　健一

記念事業委員会は2008年で15周

年を迎えた本協会の記念事業を司

っており、既にさまざまな企画が

実行されつつある。現在は、コン

ペ部会（立道郁夫 部会長）担当に

おいて、

○「国際アイディアコンペ（2009

年2月28日締め切り）」

○「優秀修士論文賞（2009年2月

28日締め切り）」

が募集中である。

また、本年2009年9月16日（水）～

18日（金）には東京大学のコンベン

ションホールにおいて国際ワーク

ショップを開催する。現在、記念

国際ワークショップ部会（斉藤大

樹 部会長）が鋭意準備を進めてい

る。広報部会（加藤晋平部会長）で

は会員を対象とし、2008年11月21

日に第2回見学講演会（「札幌開発

総合庁舎工事、大成札幌ビル」）を

開催し、2009年5月に第3回を検討

している。さらに、記念調査研究

部会（古橋剛部会長）では15周年を

記念して発足させる協会の研究助

成事業を企画している。活動の総

務は総務会計部会が行っている。

既に昨年、下記のプロジェクト

が成功裏に遂行された。

○免震構造普及イベント「来て！

見て！乗って！免震」

（2008年8月29日～31日、於：お台

場の日本科学未来館、来訪者数約

5,000名、市民イベント実施部会

（三山剛史部会長）担当

○「子ども絵画コンクール～地震

災害のない未来、2050年のこん

な家、こんなまちなみ、こんな

くらし～」応募69作品、2008年

12月に審査終了、コンペ部会

（立道郁夫部会長）担当

15周年を記念して様々な事業を

企画し、協会として免震構造の研

究開発を下支えしていく構えであ

る。会員各位にも、是非大いに盛

り上げていただきたい。

協会賞には、技術賞に3件、作品

賞に11件の応募があった。功労賞

への応募は無かった。応募件数は

ほぼ例年並である。

第一回委員会では、審査対象の

選定、審査方法およびヒアリン

グ・現地審査日程等につき審議し

た。その結果、技術賞のヒアリン

グを3月13日に、作品賞の現地審

査を2月4日から3月13日にかけて

行い、3月30日予定の第二回委員

会で決定することとした。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会は、当協会が認

定する「免震部建築施工管理技術

者」および「免震建物点検技術者」

の資格に関わる講習・試験の実施

及びその合否判定に関わる事業を

担当している。そこで、今年度の

当該期間には、下記の講習・試験

等を行った。

10月12日（日）

免震部建築施工管理技術者講習・

試験

会場：都市センターホテル

3階コスモスホール

11月9日（日）

免震部建築施工管理技術者/更新

講習会

会場：新宿NSビル NS3階ホール

11月30日（日）

免震建物点検技術者/更新講習会

会場：新宿NSビル

NSスカイカンファレンス（30階）

『免震部建築施工管理技術者講

習・試験』では255名の受験者の

うち、219名を合格者とした。『免

震部建築施工管理技術者/更新講

習会』では、今年度更新対象者

189名のうち139名、昨年度対象者

11名が更新を行った。また、『免

震建物点検技術者/更新講習会』

では、今年度更新対象者223名の
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10.6
10.7
10.7
10.8
10.8
10.10
10.14
10.16
10.16
10.21
10.21
10.22
10.22
10.22
10.22
10.22
10.24
10.28
10.28
10.28
10.29
10.29
10.29
10.30
10.31
11.7
11.11
11.11
11.14
11.14
11.18
11.18
11.19
11.25
11.26
11.26
11.27
11.27
11.27
12.2
12.3
12.3
12.3
12.3
12.8
12.9
12.11
12.16
12.16
12.16
12.16
12.17
12.17
12.18
12.19
12.22
12.22

普及委員会/運営幹事会
運営委員会
技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会
技術委員会/防耐火部会/標準試験体WG
国際委員会
技術委員会/免震設計部会/設計小委員会
資格制度委員会/施工管理技術者試験部会
資格制度委員会/施工管理技術者更新部会
資格制度委員会/施工管理技術者試験部会
資格制度委員会/施工管理技術者審査部会
技術委員会/耐風設計部会/風応答評価法WG
技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会
普及委員会/出版部会/「MENSHIN」62号編集WG
普及委員会/出版部会
資格制度委員会/点検技術者更新部会
資格制度委員会/運営幹事会
技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG/積層ゴムSWG
技術委員会/防耐火部会
技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG
技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会
技術委員会/「免震建物の建築・設備標準」作成WG
技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会
技術委員会/免震設計部会/設計小委員会
建築計画委員会
普及委員会/戸建住宅部会/免震住宅推進WG
記念事業委員会
記念事業委員会/広報部会/第2回見学講演会打合せ
国際委員会
技術委員会/防耐火部会/標準試験体WG
技術委員会/施工部会
技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会
技術委員会/「設計基準」作成WG
技術委員会/免震設計部会/設計小委員会
技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会
技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG
技術委員会/耐風設計部会
技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会
技術委員会/「免震建物の建築・設備標準」作成WG
建築計画委員会
普及委員会/社会環境部会
技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG
技術委員会/防耐火部会
維持管理委員会/住宅性能保証WG
普及委員会/戸建住宅部会/免震住宅推進WG
技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会
技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会
技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会・制振部材品質基準小委員会合同
技術委員会/防耐火部会/標準試験体WG
技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG/弾塑性ダンパーSWG
運営委員会
資格制度委員会/点検技術者審査部会
資格制度委員会/運営幹事会
技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会
技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG/積層ゴムSWG
表彰委員会
国際委員会
維持管理委員会/住宅性能保証WG

事務局
〃

建築家会館3F小会議室
事務局
〃
〃

建築家会館3F大会議室
事務局

建築家会館3F大会議室
事務局

建築家会館3F小会議室
事務局
〃
〃

建築家会館3F小会議室
〃

事務局
〃
〃
〃
〃

建築家会館3F大会議室
事務局
〃
〃
〃

建築家会館3F性能評価室
事務局
〃
〃

建築家会館3F小会議室
事務局
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

建築家会館3F大会議室
事務局
〃
〃
〃

建築家会館3F小会議室
事務局
〃
〃

建築家会館3F小会議室
事務局

建築家会館3F大会議室
事務局
〃

8
13
5
11
3
9
7
4
8
4
6
7
5
14
6
8
7
17
10
13
9
12
10
4
13
10
3
8
7
11
4
5
10
10
16
7
11
6
3
6
10
16
4
9
15
10
15
7
2
13
4
8
5
5
9
7
5

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2008.10.1～2008.12.31）
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会員動向

会員種別 会員名

氏　名

業種または所属

所　属

入　会

会員種別

退　会

2種正会員

　　〃

　　〃

　　〃

　　〃

賛助会員

　　〃

　　〃

秋田　知芳

和泉　信之

福島　順一

宮本　裕司

向井　洋一

SRIハイブリッド（株）

中央鉄工（株）

（株）構建設計研究所

千葉大学大学院　工学研究科　助教

千葉大学大学院　工学研究科　教授

第一工業大学　工学部　教授

大阪大学大学院　工学研究科　教授

奈良女子大学　生活環境学部　准教授

メーカー/制振ゴムダンパー

メーカー/建築材料（取付鋼鈑）

設計事務所/構造

第2種正会員 西川　精一

　　〃 山田　大彦 東北工業大学

賛助会員 小山建設（株） 建設業／総合

名誉会員 1名

第1種正会員 105社

第2種正会員 174名

賛助会員 73社

特別会員 6団体

会員数
 （2009年1月31日現在）
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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会員動向

社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容
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インフォメーション

平成20年度（第9回）免震部建築施工管理技術者講習・試験は、平成20年10
月12日（日）東京の都市センターホテルにて行われました。試験の結果を資格
制度委員会にて慎重に審議のうえ、下記219名を合格者と決定いたしました。
なお、合格者で登録申込みをされた方々に対しては、本協会が管理技術者

として登録し、「免震部建築施工管理技術者登録証」を発行します。登録期限
は、平成21年10月26日までとなっております。

平成20年度「免震部建築施工管理技術者」試験合格者発表

社団法人日本免震構造協会
会　長 西川　孝夫

資格制度委員会委員長 長橋　純男

（氏名あいうえお順）

青木　　茂

安芸　功一

秋山　真也

浅井　浩司

浅井　信雄

浅見　 志

阿部　貴光

荒川　公利

荒山　俊之

有津　孝雄

五十嵐　賢次

井川　祥彦

井口　　満

池田　一成

石田　篤士

石田　政幸

石松　博幸

石本　賢史

磯山　　淳

板橋　　修

市岡　隆弘

伊藤　幸治

井上　恵介

今岡　達彦

岩田　英之

氏井　暢宏

薄井　譲二

内田　　圭

内山　猪一郎

内海　良和

漆 要

蝦名　　学

遠藤　　剛

大泉　健児

大谷　敏夫

大 沼 　 満

大村　繁和

大山　祐二

岡田　和憲

岡田　伸哉

小口　真輝

奥津　敏明

奥村　芳則

長内　　章

小野　正貴

笠巻　正嗣

加地　孝敏

春日　　明

片田　祐二

桂川　周二

加藤　隆士

金岡　正一

金子　隆夫

鹿野　隆行

上井　武彦

亀田　幸壱

狩谷　昌博

河井　将也

川原　章嗣

雁瀬　泰弘

神田　裕史

菅野　寿夫

木内　　敬

菊池　一紀

菊地　　隆

北　　良平

木村　和宏

木村　宏樹

草野　康夫

楠見　成立

久野　雅士

久保田　誠

倉田　千吉

栗林　直輝

黒川　史

黒田　真浩

甲谷　恭輔

越野　松雄

小嶌　孝広

越山　忠司

後藤　俊哉

小林　智之

駒井　　悟

駒井　正太郎

小山　　珠

近藤　明洋

近藤　大輔

財津　義紀

齋藤　喜賢

酒井　和三

榊原　義夫

櫻井　隆一

迫田　　守

笹木　林則

佐藤　学幸

佐藤　武志

佐藤　匡宏

佐藤　雅弥

佐藤　光典

里見　鐵夫

佐野　友治

塩山　秀樹

品田　良夫

篠崎　紀英

篠原　謙治

柴田　剛志

志摩　貴次

島田　一元

末光　一俊

須貝　康一

杉本　晶彦

杉本　純一

杉山　勝英

杉山　哲也

須郷　正則

鈴木　勝憲

鈴木　　径

鈴木　康介

鈴木　隆人

鈴木　康夫

関　　和正

関口　典彦

木　慎一

高木　了靖

橋　和幸

橋　美好

滝田　善文

竹内　　昇

田中　栄二

田中　健児

田中　理夫

谷口　直樹

地場　恵介

堤　　　健

坪本　啓三

寺尾　政洋

寺田　　崇

栂野　　晃

徳丸　聖二

富永　幸男

鞆　　成将

鳥井　大輔

中川　　勇

永田　一郎

中谷　洋志

中村　幸男

中本　淳一

成田　裕一

西居　昭彦

野村　幸司

橋本　幸一郎

長谷川　修

羽根田　健

濱 芳信

浜田　　剛

濱邉　千佐子

林　　京太

平野　聖一

平野　　基

廣川　敏幸

福崎　将隆

福永　恒次

福永　泰三

藤田　継幹

藤田　昌憲

藤原　　勉

二見　賢仁

古田　功樹

古田　　崇

古谷　賢治

星　　富男

堀　　哲史

堀内　康史

堀口　裕之

町田　智之

松尾　省吾

松田　　修

松田　義弘

松永　利正

松本　百登

松矢　誠司

丸岡　將俊

三重野　裕之

水野　正俊

三塚　堅一

三登　武志

宮久保　亮一

三宅　明秀

三宅　伸征

宮嶋　研策

弥勒院　隆秀

武藏　孝之

村田　眞輔

村田　泰章

村橋　賢司

村山　　潤

森田　哲夫

八木沢　直久

柳橋　秀彦

矢野　正勝

山内　　守

山鹿　　毅

山 浩生

山下　義行

山田　　圭

山田　　昌

山田　康彦

山本　一正

山本　暢明

横並　　努

吉田　建司

吉田　俊史

吉田　宗弘

吉武　豊記

吉村　雅人

若島　勝博

若田部　徹夫

若林　義行

若松　敬志
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I n f o r m a t i o n

平成12年に発足させた、当協会の資格認定制度「免震部建築施工管理技術者」の登録有効期限は5年間で

す。資格を更新するためには、講習会を受講する、または免震工事概要報告書を提出する、の二つの方法が

あります。本年度の更新対象者は、平成15年度に登録された189名です。前者の更新講習会は、平成20年11

月9日（日）に、新宿NSビル30階NSスカイカンファレンス（東京）にて実施し、143名の方が受講されました。

当日のプログラムは、下記の通りです。基調講演を、日本設計の大坪 泰氏にしていただきました。86枚の

スライドを駆使して、氏の手掛けられた免震をベースにした数々のすばらしい建築が披露され、免震だから

こそ出来た建築を知ることが出来ました。

また、後者の免震工事概要報告書提出での更新者は、6名でした。

平成20年度免震部建築施工管理技術者更新報告
資格制度委員会
委員長 長橋　純男

右）講師：中川　理氏　中）司会者：杉崎良一氏

左）海老原委員

受講の様子
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インフォメーション

免震建物点検技術者の登録有効期間は5年間で、今回2度目の更新を迎えました。資格制度委員会/点検技術

者/更新部会が中心となり、準備を進めてきました。

更新方法は、「会場で講習を受講する」参加学習型と、「免震点検報告書を提出する」実務経験型がありま

す。どちらかを選択することができます。

前者の更新講習会は、平成20年11月30日（日）に、東京の新宿NSビル30階のスカイカンファレンスにて行い、

150名の方が受講されました。講演は、身近な内容で、受講者の方も熱心に受講されていました。

プログラムは下記の通りです。

後者の免震点検報告書提出者は20名で、更新部会にて書類審査を行い、全員を「更新可」と判定いたしま

した。前者の学習参加型による更新手続者150名を含めて、更新率は約70％でした。

平成20年度免震建物点検技術者更新報告
資格制度委員会
委員長 長橋　純男

長橋委員長 受講者の様子
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I n f o r m a t i o n

2009年 新年賀詞交歓会報告

当協会は1月15日（木）、東京・元赤坂の明治記念館で新年賀詞交歓会を開催しました。会員・来賓あわせて

90人が出席し、新年を祝いました。

はじめに、西川会長は、「建設業界は、なお厳しい状況にあり不安ではありますが、免震の状況を見ると、

最近はレトロフィットも増えてきて必要性やその認識は高まっていると考えている。海外の免震を見ると、

アメリカでは、イニシャルコストがネックになり採用が進まないでいる一方、四川での大地震の影響もあり

積極的なのが中国である。日本においては、経済性でコストの低い耐震に目がいきがちだが、我々としては

免震の優位性をアピールしていきたい。また、昨年は、当協会創立15周年記念事業として、一般市民を対象

にした夏の市民イベント「来て！見て！さわって！免震建築」を、東京の日本科学未来館で開催し、3日間

で約5000人が訪れ好評だった。「子ども絵画コンクール」については、会誌menshin2月号に結果が掲載され

る。今後も、免震の安全性を正しく知ってもらう活動を行うと共に、新法人に向けての準備もすすめていき

たい」と挨拶した。

つづいて、来賓の国土交通省住宅局建築指導課 建築防災対策室 杉藤 崇室長が挨拶し、社団法人日本建築

構造技術者協会（JSCA）の木原碩美会長が、乾杯の音頭をとって、歓談に入った。約一時間半後、当協会の

深澤副会長が中締めをし、始終和やかな雰囲気で会は終了した。

社団法人日本免震構造協会
事務局長 佐賀　優子

あいさつする西川会長 あいさつする国土交通省　杉藤室長

乾杯の音頭　JSCA木原会長 会場内の様子
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インフォメーション

◆ CIB World Building Congress 2010 の論文募集のお知らせ
国際委員会　委員長　

斉藤 大樹

CIB World Building Congress 2010が、2010年5月10日～13日に、英国サルフォード大学にお

いて開催されます。会議を主催するCIB（建築・建設における研究・技術開発のための国際協議

会）は、建築に関わる世界各国の代表的な研究機関や企業（個人を含む）約370をメンバーとし、

50を超える国際的な委員会を組織して、活発な研究活動を行っている非営利団体です。

会議では、Building a Better Worldをテーマに、建設や建築環境に関わる研究開発の最新の

情報などについて発表講演が行われます。現在、37を超えるCIB委員会が、それぞれの委員会

のテーマに関する論文を募集しています。日本免震構造協会・国際委員会が事務局を努める

W114委員会「Earthquake Engineering and Buildings」では、建築物の免震・制振技術をテー

マに論文を募集しています。

1．梗概締め切り ：2009年 3月16日

2．梗概の採択回答 ：2009年 4月20日

3．論文原稿締め切り ：2009年10月19日

4．論文原稿の採択通知 ：2009年12月17日

5．最終原稿締め切り ：2010年 2月22日

詳しい会議の概要や、梗概の提出方法などについては、ホームページ

www.cib2010.org

をご覧ください。ぜひ皆さんの投稿をお待ちしています。
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107行事予定表

I n f o r m a t i o n

3/16 通信理事会

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

3 

10 

17 
24/31

4 

11 

18 

25

2 

9 

16

23

30

5月
5/中旬 平成20年度収支計算書等の監事監査（協会会議室）

5/中旬 理事会（協会会議室）

5/中旬 記者懇談会（協会会議室）

5/25 会誌「menshin」No.64発行

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2

9

16

23

30

3

10

17

24

31

4

11

18

25

5

12

19

26

6

13

20

27

7

14

21

28

3月

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

7 

14 

21 

28

6 

13 

20 

27

4月

4/16 通信理事会

4/23 第5回技術報告会（東工大大岡山キャンパス）

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

6月
6/4 平成21年度通常総会、理事会、協会賞表彰式、懇親会

（東京：明治記念館）
6/4 平成21年日本免震構造協会協会賞募集

は、行事予定日など行事予定表（2009年3月～6月）
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新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒100-8071 東京都千代田区大手町二丁目6番3号

問合せ先：03-3275-6667 0120-57-7815 http://www.nsc-eng.co.jp/
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震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

価格（税込） ： 会員［特別価格］ ￥5,500
発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Frances社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

百年に一度と言われる「金融危機」で世界中が元
気のない中、アメリカ合衆国に黒人初のオバマ大統領
が誕生しました。大統領就任式には存在感のある演
説で200万人の聴衆を魅了しており、オバマ大統領の
「YES WE CAN」の言葉のようにみんなでこの不況を
乗り切っていければと思っております。
このような不況下でも、今回免震建築紹介で掲
載されている「レンガ造」「鉄道施設上部」「防災
拠点」「市街地免・制震」など特徴ある建物が建設
されており、免・制震の特色をいかに生かして設
計して行くことが望まれます。
「こども絵画コンクール」の審査結果が発表され

ましたが、色使いも鮮やかで未来の楽しい絵は見
ていてもほのぼのさせてくれます。私の小学生の
頃はトンカチで叩いて小屋を作っていて免震など
想像することなどできませんでした。
免震建築訪問は、土木建設コンサルタント会社

の本社として「これぞ免震建物です」と表現され
ている「東京建設コンサルタント新本社ビル」で、
設計コンセプトが明快で非常に興味深い訪問でし
た。今回の訪問取材を含め編集WGは、小澤、猿田、
世良、中川、藤波、浜辺さんの6名の方々でした。
御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平
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【A4版・100頁】

￥1,000

￥1,500
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耐震性能評価表示指針
及び性能評価例

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

【A4版・225頁】

￥2,000

￥2,500
2005年11月

免震建物の建築・設備標準
－2001－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
※売切中　2009年6月に改訂版発刊予定 【A4版・63頁】

￥1,000

￥1,500
2001年6月

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット 【A4版・3ツ折】

100部まで無料
（100部以上
ご相談）

2005年8月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
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免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
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※Academy
￥1,500

2005年8月

大地震に備える
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￥2,000
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￥1,000

2006年11月
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改正建築基準法の
免震関係規定の技術的背景

考え方・進め方免震建築

免震構造施工標準
－2005－

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説

【日本建築センター】

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震
住宅） 【日本建築センター】

耐震改修ガイドライン
【日本建築防災協会】

RESPONSE CONTROL AND
SEISMIC ISOLATION OF
BUILDINGS 【Taylor＆Franis】

免震建築物を設計する構造技術者向けの免震関係規定に関わる技術的背景を解説したもの
【A4版・418頁】 2001年9月
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¥5,000
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2005年5月

2005年7月

2001年5月*1

2006年2月*1

2006年6月*2

2006年12月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Q＆A方式で、免震建築全般にわたり、免震の基本から計画・設計・施工・維持管理など
幅広く解説 【A5版・200頁】

免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの
【A4版・100頁】

「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示
第2009号））」に関する解説書

【A4版・216頁】

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

既存の主としてRC造建築の免震構法・制震構法を用いて耐震改修する際の手引書
【A4版・129頁】

各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹介、免震建物の地震応答観測結果、装置の
紹介、各国の設計例データシートなどが示されている。（英語版）

【B5版・397頁】
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